
先頃、原子力安全委員
会の原子力発電所等周辺
防災対策専門部会は、ほ
ぼ１年間にわたって検討
を行ってきた原子力防災
対策の実効性の向上に向
けた方策に関する検討結
果をとりまとめ、これを
原子力安全委員会に報告
しました。
原子力災害に対する最
大の目的は、住民を放射線の影響から守り、安全を
確保することにありますが、同時に災害応急活動を
実施する消防機関等防災関係機関にとっても、放射
線の影響から自らの安全を確保し活動をすることが
基本となります。この人間の五感では感知すること
ができない放射線の影響下での行動こそが他の災害
と異なった原子力災害の最大の特殊性ですが、これ
に対処するためには、単に計測機器によって放射線
量を計測すれば足りるものではなく、計測結果につ
いての的確な評価や事故の態様を踏まえた進展予測
等に基づき、どのような防護措置が必要か、また、
どのような応急活動が実施できるかなどの判断が必
要となります。そして、このような判断を行うため
には、放射線や放射性物質さらには原子力施設につ
いて専門的な知見を有していることが必要ですが、
消防機関等がそれぞれ専門家を擁し、自ら高度な専
門的知見を保有することは実体的にも困難であり、
関係地方自治体からは、こうした専門的知見に乏し
い現状から、原子力防災に関して特別な法的措置を
求める要望等も行われてきました。

報告書では、原子力災
害の特殊性に起因する
種々の要因を考慮し、最
善の防護対策を決定し、
実施するためには、防災
関係機関間の情報の迅速
な伝達、共有化と、緊密
な調整・指示等の機能、
関係機関の的確な役割分
担の下での一体的な連携
体制が、他の災害にも増

して重要であるとの認識の下、大きく二つのポイン
トを提言しています。その一つは、原子力施設内の
安全規制に責任を持ち、専門的な知見を有する国が、
初期対応や現地での指示・調整機能の実施、さらに
地域防災計画策定に対する支援などこれまでより一
層の役割を果たす対応が必要であること。二つ目は、
発生した原子力災害に関し第一義的責任を負う立場
にあり、かつ、平常時から施設を熟知し、専門的、
技術的能力のある事業者は、事故拡大防止措置を一
元的に実施することはもとより、その他必要な消火、
救助等の防災活動を実施するために必要な防災体制
を十分に整備し、その充実強化を図る必要があるこ
と。そして、事業者の防災機能の充実を第一に、事
業者と消防機関等公的防災機関との個々の応急対策
の内容に即した協力関係の更なる明確化とその強化
を図ることが必要であり、具体的な協力に当たって
は、安全規制省庁及び各防災機関と密接な関係にあ
る関係省庁が、事業者と各防災機関に必要とされる
防災活動の協力のあり方及び具体的なガイドライン
等を提示することも必要であるとしています。
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１ はじめに

防火対象物の防火安全対策は、用途、建物

等の構造・規模、利用形態等に応じて講じる

ことが必要とされています。

近年、防火対象物の大規模化・高層化、使

用形態の多様化等に伴い、消防法施行令別表

第１の用途区分において想定されている火災

危険性と異なる火災危険性を有するもの等が

出現しており、従来の用途区分による防火安

全対策では実情に合わないケースが生じてき

ています。

このような状況にかんがみ、消防庁では、

学識経験者、消防機関の職員等から構成され

る「防火対象物の用途区分のあり方検討委員

会」を設置して、平成８年度から平成１０年度

までの３年計画で調査・検討行ってきたとこ

ろですが、最終報告書がとりまとめられまし

たので概要について紹介します。

２ 実態調査及びその結果

� アンケートの実施

現状における防火対象物の用途区分に係

る実態を把握するため、政令指定都市を中

心とする１４の消防機関に対してアンケート

調査を実施するとともに、その状況を踏ま

えて全国の消防機関に対してアンケート調

査を行いました。

� 問題点

実態調査結果に基づき、令別表第１に掲

げる用途区分の問題点等の抽出及び分析を

行った結果は概ね次のとおりです。

� 同一の用途であっても、危険性（規

模、収容人員、位置・構造等）が大

きく異なる場合がある。

� 非特定用途に区分されているが、

相対的な危険性が高いもの（不特定多

数の者が利用する、特殊な形態で消防

活動が困難である等）がある。

� 単一用途（複合化、形態の多様化、

多目的に使用等）として判定が困難

なものがある。

� 類似用途等（飲食関係、収容者が

類似等）の統廃合が必要である。

� １５項に該当しているものは危険性が

大きく異なるものが混在している。

� 用途の指標が不明確（飲食関係、

定義が不明確等）なため判定が困難

なものがある。

� 主用途と従属用途の関係が明確で

ない（従属用途が主用途を超える、

判定が困難等）。

� 用途名称（カフェー、待合等）が

実態と合わないものがある。

３ 用途区分ごとの危険性の評価

実態調査の結果、判明した問題点を踏まえ、

防火対象物の用途に係る代表的な事例１１９件

を抽出し、次に掲げる危険性に着目して評価

を行っています。

� 出火危険（発火源、着火物等）

� 延焼拡大（可燃物の量、空間の大きさ等）

� 避難困難性（個人の判断・身体能力が低

い、覚知・避難開始の障害、避難の障害等）

 消防活動困難性（消防阻害物資、大空間、

高層、地階、無窓階等）

４ 用途区分の試案について

１１９事例ごとの危険性の評価を踏まえ、危

険因子に着目したグルーピングを行うととも

防火対象物の用途区分のあり方検討報告書の概要について

予 防 課
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に、これに業態等を加味した１５のグループに

よる試案の作成及びグループごとの代表的な

危険性を整理しました。当該用途区分の試案

は表のとおりです。

� 試案に係る妥当性の確認

用途区分の試案について、火災統計や統

計的手法を用いて多角的な検討（数量化第

３類、双対尺度法等）を進め、その妥当性

について確認を行った結果、現行の令別表

第１に掲げる用途区分についても一定の妥

当性が認められるが、試案の方が火災危険

性に応じたより適切な区分となっており、

合理的であることが確認されました。

� 試案に対する防火安全対策

用途区分の試案について、防火安全対策

を講じる場合の基本的な考え方を次のとお

りまとめるとともに、グループ１からグル

ープ１４までについて、その特徴に応じた防

火安全対策の措置対象を整理しています。

� 防火安全対策の対象となる閾値（規

模、収容人員）は現行の基準をベー

スとする。

� 新しいグループ内においてバラツ

キの出たものについては、グループ

内の特徴により整合を図る。

� グループの特徴に応じた防火安全

対策が講じられるようにする（出火、

延焼拡大危険性が大きいグループは

消火に重点を置く等）。

� グループ間で危険性（危険因子、

大小等）応じた防火安全対策となる

ように整合を図る。

� グループ１５

グループ１からグループ１４までについて

は、防火対象物の危険性要因に着目してい

ますが、グループ１５は、特殊な形態等の防

火対象物としてその形態・規模等に着目し

た方が合理的であるものが区分されていま

す。

� 用途による危険性因子より当該防火対

象物の構造・規模による危険因子の影響

が大きいと思われるもの

ア 大規模建築物

イ 高層・超高層建築物

ウ 地下街・準地下街

エ 大深度地下空間

オ ターミナル

カ アーケード

� 文化財等の観点から特に保護すべきも

の

� 公共施設等、火災により機能を失うこ

とよる公共危険性の増大するもの

� 山林、舟車

 複合用途防火対象物

実態調査において指摘されている事項を

踏まえ、複合用途防火対象物に係る危険性

の評価に当たっての基本的な考え方を次の

ように整理しています。

� 評価

防火安全対策の単位は、１棟が原則で

あり、複合用途防火対象物についても当

該防火対象物全体としてとらえる観点が

必要である。一方、利用形態、位置、構

造、設備、管理等により、火災危険性は

異なるものであり、これに応じたものと

することが合理的である。よって複合用

途防火対象物の防火安全対策は、用途の

危険性に着目した評価及び用途の危険性

に構造要件を加味した評価をすることが

適当である。

� 主用途と従属用途

主たる用途と直接的には異なる用途に

ついて、主たる用途に従属するものとし

て取り扱うことより、複合用途に該当し

ない単独用途の防火対象物として取り扱

うことが適当である場合が存する。この

場合において、� 利用形態、管理状況、

火災危険性等から主たる用途との関連性
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が高いもの（機能従属）と� 全く異な

る用途であるが、防火対象物全体の火災

危険性に与える影響が小さいもの（みな

し従属）が考えられる。

表 令別表第１と試案の比較表

〔現行の用途区分〕 〔試案の用途区分〕

＜複 合＞

グループ１から１４までの単一の用途に供されない防火対象物で、そ

の一部がグループ１～１４までの用途に該当するもの

項 用 途

�
イ 劇場、映画館、演芸場又は観覧場

ロ 公会堂又は集会場

�
イ
キャバレー、カフェー、ナイトクラブその他これらに
類するもの

ロ 遊技場又はダンスホール

�
イ 待合、料理店その他これらに類するもの

ロ 飲食店

 百貨店、マーケットその他の物品販売業を含む店舗又は展
示場

!
イ 旅館、ホテル又は宿泊所

ロ 寄宿舎、下宿又は共同住宅

"

イ 病院、診療所又は助産所

ロ

老人福祉施設、有料老人ホーム、老人保健施設、救護
施設、更生施設、児童福祉施設（母子生活支援施設及
び児童厚生施設を除く。）身体障害者更生援護施設（身
体障害者を収容するものに限る。）知的障害者援護施
設又は精神障害者社会復帰施設

ハ 幼稚園、盲学校、聾学校又は養護学校

# 小学校、中学校、高等学校、高等専門学校、中等教育学校、
大学、専修学校、各種学校その他これらに類するもの

$ 図書館、博物館、美術館その他これらに類するもの

%
イ
公衆浴場のうち、蒸気浴場、熱気浴場その他これらに
類するもの

ロ イに掲げる公衆浴場以外の公衆浴場

& 車両の停車場又は船舶若しくは航空機の発着場（旅客の乗
降又は待合いの用に供する建築物に限る。）

' 神社、寺院、教会その他これらに類するもの

(
イ 工場又は作業場

ロ 映画スタジオ又はテレビスタジオ

)
イ 自動車車庫又は駐車場

ロ 飛行機又は回転翼航空機の格納庫

* 倉庫

+ 前各項に該当しない事業場

,
イ
複合用途防火対象物のうち、その一部が�項から 項
まで、!項イ、"項又は%項イに掲げる防火対象物の
用途に供されているもの

ロ
イに掲げる複合用途防火対象物以外の複合用途防火対
象物

（１６の２） 地下街

（１６の３）

建築物の地階（（１６の２）項に掲げるものの各階を除く。）
で連続して地下道に面して設けられたものと当該地下道と
を合わせたもの（�項から 項まで、!項イ、"項又は%
項イに掲げる防火対象物の用途に供される部分が存するも
のに限る。）

-

文化財保護法の規定によって重要文化財、重要有形民族文
化財史跡若しくは重要な文化財として指定され、又は旧重
要美術品等の保存に関する法律の規定によって重要美術品
として認定された建造物

. 延長５０m以上のアーケード

/ 市町村長の指定する山林

0 自治省令で定める舟車

グループ 用 途

１
劇場、映画館、演芸場、観覧場、公会堂、集会場、遊技場
その他これらに類する火災危険性を有するもの

２
バー、キャバレー、ナイトクラブ等の酒類提供飲食店、個
室を有する店舗型風俗関連営業施設その他これらに類
する火災危険性を有するもの

３
飲食店、料理店その他これらに類する火災危険性を有する
もの

４
百貨店、マーケット、物品販売業を営む店舗、展示場その
他これらに類す
る火災危険性を有するもの

５
旅館、ホテル、宿泊所その他これらに類する火災危険性を
有するもの

６
寄宿舎、下宿、共同住宅その他これらに類する火災危険性
を有するもの

７
病院、診療所、助産所その他これらに類する火災危険性を
有するもの

８

老人福祉施設、有料老人ホーム、老人保健施設、救護施設、
更生施設、児童福祉施設（母子生活支援施設及び児童厚生
施設を除く。）、身体障害者更生援護施設（身体障害者を収
容するものに限る。）、知的障害者援護施設、精神障害者社
会復帰施設、幼稚園、盲学校、聾学校、養護学校その他こ
れらに類する火災危険性を有するもの

９
小学校、中学校、高等学校、高等専門学校、中等教育学校、
大学、専修学校、各種学校その他これらに類する火災危険
性を有するもの

１０
車両の停車場、船舶若しくは航空機の発着場（旅客の乗降
又は待合いの用に供する建築物に限る。）その他これらに
類する火災危険性を有するもの

１１
図書館、博物館、美術館、公衆浴場（２グループに該当す
る特殊浴場を除く。）、神社、寺院、教会、銀行、水族館そ
の他これらに類する火災危険性を有するもの

１２
工場、作業場、映画スタジオ、テレビスタジオその他これ
らに類する火災危険性を有するもの

１３
自動車車庫、駐車場、飛行機若しくは回転翼航空機の格納
庫、倉庫その他これらに類する火災危険性を有するも

１４ 事務所その他前各グループに該当しない事業場

１５

規模、形態等により特有の火災危険性を有するもの（地下
街、準地下街、文化財、延長５０m以上のアーケード、山
林、舟車、大規模建築物、高層建築物、超高層建築物、大
深度地下空間、ターミナル、社会的に重要な施設等）
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５ おわりに

防火対象物の用途区分は、当該防火対象物

の危険性に着目した適正な防火安全対策を講

ずるうえで重要な位置づけをなすものであり、

本委員会では新たな用途区分に係る合理的な

試案を提供することができました。しかしな

がら、現行の規定が防火対象物の防火安全の

レベルを担保し、火災の予防や火災による被

害の軽減に効果をあげていることを踏まえ、

本委員会で提案した試案の法令への導入に当

たっては、今後、さらに検討を進め、防火安

全のレベルを確保するため十分確認すること

が必要です。

はじめに

平成１０年は、８月の豪雨、９月から１０月にか

けての台風等により全国各地で甚大な被害が発

生しましたが、それぞれの被災地においては、

多数の消防団員が出動し、全力をあげて危険個

所の警戒巡視、要救助者の救助、行方不明者の

捜索、避難の誘導、土のう積みなどの活動にあ

たられました。

このように、消防団員は、ひとたび災害が発

生した場合、不眠不休の活動を余儀なくされ、

その災害防止活動は危険が伴うことも多いこと

から、消防団員に、安心して消防団活動に従事

していただくためには、公務上の災害に対し的

確な補償を行うことはもとより、公務災害を未

然に防止するための取組みが不可欠です。

このような観点から、消防庁では、平成９年

度から、消防団員の公務災害防止対策等につい

て調査研究を行っており、平成１０年度において

は、消防団員等公務災害補償等共済基金に委託

し、消防団員の安全や訓練に対する意識及び消

防団に係る事故原因の調査と再発防止のための

指導実施状況等について、全国的な調査を実施

するとともに、消防団活動の現状を踏まえた効

果的な安全教育と訓練のあり方について検討を

行ったところです。

その結果について、以下に概要を紹介します。

１ 消防団員の公務災害の現状

消防団員の大規模災害時における活躍は特に

目覚ましく、その献身的な活動によって、これ

まで多くの人命・財産を救ってきています。そ

の一方で、公務災害は年間１，０００件以上も発生

しており、災害活動時のみならず、訓練など平

時における事故も非常に多くなっています。

２ 消防団員の教育訓練等に関する諸問題

こうした現状を踏まえ、「安全」を視点とし

て、現在の消防団の教育訓練、安全管理などに

どのような問題があるのかを、全国アンケート

やヒアリング調査の結果などから探りました。

1 安全意識・健康管理に対する意識と実態

とのズレ

消防団内部の「安全の雰囲気」や個人の安全

意識・健康管理に対する意識について多くの消

防団員は、消防団内部に団員の安全を重視する

傾向があまり感じられないとしており団員自身

についても安全や健康への意識はあるものの、

必ずしも実践に結び付いていないという実態が

明らかになりました。

2 消防団員の活動量の限界

消防団によっては、自分たちの組織は、どの

ような地域特性を持った災害に対処し、そのた

めにはどのような訓練を積むべきかといった基

本的な問題の整理が十分になされていないとこ

「消防団員の安全教育と訓練のあり方等に関する調査研究

報告書」の概要について

消 防 課
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消防防災活動能力を身につける 

危険回避能力や災害対処能力を身につける 

実践的な応用動作を身につける 

地域住民に対する防災指導力を身につける 

消防団の団結心を養う 

消防団としての規律を身につける 

消防操法の基本動作を身につける 

応急救護能力を身につける 

消防団員としての精神力を養う 

消防団員としての基礎体力を向上させる 

消防ポンプ操法大会で好成績をねらう 

その他 

わからない 

無解回答 

本来の目的 

現在の目的 
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ろもあります。

また、消防団員個々人としての活動量は、既

に限界に来ているという状況も窺えます。

3 安全確保要領の教育訓練

消防団員のなかには、災害現場活動を安全確

実に遂行するために必要な基礎的知識・技能が

十分に修得されていない者も少なくありません。

消防団には、災害防ぎょ活動マニュアルなどの

教育教材も乏しい傾向にあります。

災害現場における消防団員の安全確保要領は、

実際の現場経験を通して教育されてきました。

しかし、こうした教育手法は既に通用しない場

合も多いと考えられ、また、せっかく現場で培

った貴重なノウハウも、個人レベルに止まって

いるため、その団員が退団したりするとそのま

ま消滅しているものと思われます。

まれにしか起こらない災害現場において、経

験不足の消防団員に如何に安全確実に任務を遂

行させるか、しかもそのための教育訓練は、消

防を本業としない消防団員に対して如何にある

べきか、という大きな問題の解決が迫られてい

ます。

4 現行の教育訓練に対する評価と環境

消防団員や消防団事務担当職員のなかには、

現在行われている教育訓練に対して、内容など

が偏っているとして極めて否定的な評価を与え

ているものもおり、現行の教育訓練のありよう

と団員の認識における「あるべき姿」と大きく

かけ離れているものもあります。（図１）

多くの消防団員は、災害現場活動を安全に遂

行するため、より実践に通用する教育訓練を受

けたいと望んでいます。しかし、教育教材、消

防本部との連携、教育機関による指導などの現

状を見ると、その要望に応えるだけの環境が整

っているとは言い難い状況にあります。

5 消防ポンプ操法競技会に向けた訓練の問

題点

消防団員の訓練中の事故は、事故全体の４割

図１ 教育訓練の本来の目的と現在の目的（団員回答）
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任務完了 全員無事 

任務分析 状況把握 

安全管理組織 

財源の確保 市町村・消防団長の確固たる意志 

消防本部の 指導・連携 
教育機関による 指導強化 事務坦当職員の 能力向上 

諸規程・ マニュアル 
施設・機械 装備 

知識 
技能 健康体力 

評価 
見直し 

近くを占め、そのうちの９割以上がポンプ操法

訓練によるものです。これらの事故の背景には、

競技会に向けたポンプ操法訓練が大きなウェイ

トを占めているという実態があることは否定で

きません。団員の多くもそのことを指摘してい

ます。

6 施設・機械・装備の問題

施設や機械、装備などについても質や量の充

実を望む意見も多く聞かれ、消防団によっては

ハード面が十分整備されていないところも見受

けられます。

7 教訓の埋没

多くの市町村・消防団では、消防団員に事故

が起こったときの状況や原因の調査は、公務災

害補償を目的として行い、再発防止を狙いとし

ては必ずしも行われていないこと、ヒヤリハッ

ト体験の記録や報告の制度が十分に整っていな

いことなども明らかになりました。

このように、市町村・消防団によっては、安

全対策の貴重な教訓が埋没してしまっていると

ころも見受けられます。

３ 安全に配慮した教育訓練の充実強化の必要

性

消防団員のおかれた現状を見ると、教育訓練

や環境基盤のありようを今、ここで根本から見

直し、安全面を充実強化する方向へと転換しな

ければ、公務災害防止対策は掛け声だけに終わ

り、いつまでたっても消防団員の死傷事故を防

ぐことはできないでしょう。

消防団員の安全に関しては、労働者における

労働安全衛生法といったような明確な法的規制

はありません。なればこそ市町村長・消防団長

には、消防団員の安全に対して、一層きめ細か

な配慮が求められます。

消防団員が、消防団活動を安全確実に遂行で

きるようにするため、また、公務災害防止対策

を定着させていくためにも、その安全に配慮し

た教育訓練を一層充実強化する必要があります。

４ 安全に配慮した教育と訓練のあり方

消防団員には、災害現場において安全確実に

任務を達成するための知識・技術が必要ですが、

消防団員は他に自身の職業を持っていることか

図２ 消防団員の教育訓練の目標と基盤像
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ら、その教育訓練には時間的、場所的な制約が

大きいというジレンマがあります。

そうした消防団員の、安全に配慮した教育訓

練及びその環境基盤とは、今後どのようなもの

であるべきでしょうか。

図２は、そのあるべき姿を描いた概念図です。

この中で特に重要であるといえるのは、それぞ

れの消防団が、現行の教育訓練に対して「評価

と見直し」を図ること、さらには、市町村長・

消防団長が消防団組織の「安全文化」を創る確

固たる意志を持つということです。

8 教育訓練効果の評価と見直し

消防団における教育訓練は、�任務分析と状
況把握、�知識・技能の習得と健康体力の保持、
�教育訓練効果の評価と見直し、という３つの
要素に分けることができるでしょう。そしてこ

れらは、絶えず流動的に循環するものと考えら

れます（図３）。

教育訓練のサイクルの中では、ただやみくも

に同じ教育訓練を続けるのではなく、個々の団

員の目標達成度を評価するとともに、実践経験

を通して現行の教育訓練の問題点を洗い出し、

それまでの教育訓練のやり方自体を見直すこと

も重要であるといえます。

消防団の教育訓練の現状を見ると、消防団員

の活動量と負担はすでに限界に来ており、しか

も訓練の内容や対象に偏りも見られるところも

あるなど、それらが事故の背景にもなっている

と考えられます。そして消防団員や消防団担当

職員のなかには、こうした現状を批判し、改善

を訴えているものもいます。

既存の教育訓練や活動内容をこのままにして、

新たな教育訓練を追加しようとしても、消防団

員の負担は増すばかりで、到底受け入れられな

いでしょう。（図４）

あるべき教育訓練が、消防団員に広く受け入

れられ、実践されるためには、まずそれぞれの

市町村・消防団において、現行の教育訓練や活

動内容を整理統合し、見直すなど、団員の負担

を減らす以外に方法はありません。

この見直しは、次の２点に留意して行うべき

であると考えられます。

図３ 教育訓練の循環のシステム
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� 多くの消防団員は、他に職業を持ちなが

ら自己を犠牲にし活動に参加していること

� 教育訓練科目は、消防団の役割に対する

地域社会の期待の変化に対応すべきこと

なお、訓練礼式、規律訓練、競技会目的の消

防ポンプ操法訓練などの必要性や効果について

も、訓練時間全体のバランスを見直す中で当然

整理されることとなるでしょう。

9 市町村長・消防団長の確固とした意志

各種産業分野の安全に関する有識者によると、

同じ教育訓練をし、同じ作業をしていながら、

事故がたびたび起きる組織と、全く起きない組

織とでは、それぞれの組織の持っている安全の

哲学や安全の雰囲気、いわゆる「組織の安全文

化」に大きな差異があると言われています。

消防団を事故の起きない組織とするためには、

まず市町村長、消防団長といったトップ・マネ

ージャーが、社会的な広い視点に立った安全哲

学をしっかりと持ち、それに基づいて、組織一

丸となって安全文化を醸成し、保持させるため

の努力を続けることが必要です。

言い換えれば、消防団の「安全文化」を創り

上げる、市町村長、消防団長の確固とした意志

が、消防団員の安全に配慮した教育訓練やそれ

を支える諸施策の最も重要な基盤であり、根底

になります。

市町村長や消防団長が、こうした認識に立っ

て、自ら管轄する消防団の安全管理や教育訓練

のありようの再点検と見直しに真正面から取り

組み、「安全文化」を創り上げることこそ、緊

急の課題であると言えるでしょう。

図４ 教育訓練見直しに際しての問題点（団担当職員回答）

－９－



第１ はじめに

平成７年１月１７日５時４６分に発生し、死者

６，４３０名を数えるなど戦後最大の被害をもた

らした阪神・淡路大震災の教訓を踏まえ、国

においては、情報収集伝達体制の強化や緊急

消防援助隊の創設など防災対策の強化に積極

的に取り組んでいます。

しかし、地域の防災力の向上を図るために

は、防災を目的とする事業の積極的な推進の

みならず、まちづくりに関する各種の施策に

ついて、横断的に防災に関する観点を盛り込

み、災害に強い安全なまちづくりを総合的、

一体的に進めることが重要です。

消防庁においては、地方公共団体において

災害対策を担っている消防防災部局の災害に

強いまちづくりへの取組のあり方等について、

平成９年度から１０年度までの２カ年にわたり

調査研究を行い、その結果を報告書としてと

りまとめました。

以下、その内容について、概要をご紹介し

ます。

第２ 報告書の概要

１ 調査研究の目的等

� 調査研究の目的

阪神・淡路大震災を契機に、ハード、

ソフト両面にわたる災害に強いまちづく

りの重要性が再認識され、その教訓を生

かすべく、国の関係省庁、地方公共団体、

関係機関等において、それぞれの立場か

ら取組が行われていますが、防災の視点

を盛り込んだ横断的な取組は必ずしも順

調には進展していないのが実状です。

また、現在、災害に強いまちづくりに

おいては、行政に加えて、住民の果たす

役割が重要となってきており、住民の視

点から考える災害対策を、行政は、検討

していく必要があります。

そこで、まちづくりに関する各種施策

について、横断的に防災の観点を盛り込

み、災害に強いまちづくりを総合的、一

体的に推進するために、

ア．消防防災部局が防災の観点からまち

づくりに関わる際に活用できる指針

イ．消防防災部局のまちづくりへの参画

のあり方

ウ．住民の視点に立った防災まちづくり

について調査検討を行い、もって地方公

共団体等における災害に強い安全なまち

づくりの一層の推進に資することを目的

としています。

２ 災害に強いまちづくりの現状

� 阪神・淡路大震災から得られる災害に

強いまちづくりの教訓

阪神・淡路大震災において被害が甚大

であった地域のまちづくり上の問題点と

して、�建築年代の古い建物、土瓦の建
物に被害が集中したこと、�老朽木造密
集地域で特に火災等の被害が大きかった

こと、�狭隘な路地、不規則なパターン
の細街路が、災害の拡大を助長する要因

となったこと、�日頃から、自主防災組
織の育成や隣近所、町内会、事業所との

連携が弱い地域ほど防災活動、救援活動

がとどこおる傾向があったこと、等が挙

げられます。

一方、阪神・淡路大震災において被害

が少なかった地域のまちづくり上の教訓

としては、�昭和５６年以降の耐震基準を

「消防・防災の視点から総合的にまちづくりに関わる上での指針
～住民の視点を持って地域全体の防災機能を向上させるために～
に関する調査検討報告書」の概要について

防 災 課
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満たす建築物で被害が少なかったこと、

�区画整理事業の実施地域、空地・樹木
の多い地域ほど災害の拡大防止が図られ

たこと、�日頃から、自主防災組織や事
業所との連携が強い地域ほど、災害に効

果的に対応できたこと、�多様かつ十分
な消防水利が火災の拡大防止に効果的で

あったこと、等が挙げられます。

� まちづくりへの消防防災部局の参画の

現状

まちづくりに消防防災の視点を盛り込

むためには、消防防災部局が積極的に参

画していくことが重要ですが、ここでは、

まちづくりの代表的な仕組みである都市

計画を取り上げ、そのプロセスとそのプ

ロセスに消防防災部局が参画している事

例を取り上げています。

都市計画のプロセスの最も一般的な場

合を示すと図１のとおりであり、都市計

画の策定主体は原則的には市町村で、決

定にあたって都道府県知事の承認を受け

ることとなっています（一定の都市計画

については都道府県知事が策定主体であ

り、建設大臣の承認が必要）。

消防防災部局の参画の具体的な事例と

しては、都市計画審議会専門部会におい

て市街地の延焼拡大防止の提言を行った

例（足立、西新井、千住消防署）、防災

都市づくり検討委員会を設置して区の防

災連絡会への要望・提言を行った例（杉

並、荻窪消防署）など、東京消防庁管内

の各消防署の事例を紹介しています。ま

た、都市計画の手続によらず、東京電力、

NTT等の公共機関との協議により電柱

等の移設を行い、消防車両進入不能箇所

の解消を実現した例（中野消防署）もあ

ります。

３ 災害に強いまちづくり実現の鍵

� 防災に関連する施設とその防災機能の総

合的な把握

図１ 都市計画のプロセス

・ 自治体の都市計画関係部課
・ 自治体等の都市づくり委員会、協議会等
・ 住宅・都市整備公団、民間の都市づくり施行
組合等の事業計画者等

まちづくり素案 → まちづくり基本構想
→ まちづくり整備方針 → 都市計画案

案 の 公 告 及 び 縦 覧

知 事 の 承 認

都 市 計 画 の 決 定

公 告 及 び 縦 覧

市町村都市計画審議会等

都市計画地方審議会
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災害に強いまちづくりに重要なことは、

まちを構成する様々な施設が持つ防災機能

を全体的・総合的に高めることですが、そ

のためには、地域の防災機能とそれに関連

する施設が何であるかを把握しておく必要

があります。

本報告書においては、地域における防災

機能（出火防止・初期消火、延焼防止機能

といった災害発生・拡大防止機能や避難関

連機能等）、施設本来の設置目的（防災を

直接の目的とする施設かどうか）、また、

地域スケールのレベル（個人・家庭、コミ

ュニティ、学区、市町村、広域市町村）と

いった観点から施設の分類を行い、それぞ

れの観点から施設の防災機能を一覧表とし

て示しています。

� 災害に強いまちづくりにおける住民の視

点の重視

災害に強いまちづくりにおいては、地域

住民の視点から捉えた防災課題を地域住民

の創意と工夫を引き出しながら解決してい

くことが重要です。

防災対策において、行政機関の対応が重

要であることは言うまでもありませんが、

個々の住民が自らの責任で対応することも

重要です。そのためには、行政は、自らの

まちの危険性などの防災情報の公開を通じ、

ハード・ソフトの両面から住民による災害

に強いまちづくりが行われることとなるよ

う十分意を用いる必要があります。このよ

うな情報提供は、住民の防災意識を高め、

住宅の耐震化促進、老朽木造家屋の改築促

進や、災害時の初期消火、避難行動などの

実効性を高めるなど住民自身の災害対応能

力の向上にも資すると考えられます。

また、個々の住民にとっての「災害に強

いまちづくり」とは、自分の生活及びその

周辺における防災機能の向上であると考え

られることからも、住民レベルでの災害に

強いまちづくりを進めることが必要である

と言えます。

� 地域における防災課題の総合的な把握

災害に強いまちづくりにおいて重要なこ

とは、抽象的な災害危険への備えではなく、

具体的に予測される災害への対応性を高め

ることです。

災害危険を把握する手法としては「防災

アセスメント」（地域の災害危険性を科学

的・総合的に明らかにするもの。昭和６２年

消防庁次長通知「地域防災計画の見直しの

推進について」参照）、「被害想定（地震被

害想定）」（主として、地震被害の量的な把

握を目的として用いられるもの）、さらに

これらを具体の施策に結びつけるための手

法として「防災機能の把握及び地図化」等

がありますが、今後の災害対策において重

視すべき点は、前述の「住民の視点の重

視」であると考えられることから、住民の

視点にも十分配慮した手法として、本報告

書では「防災まちづくりチェックリスト」

（表１）による具体的な防災課題の把握を

提言しています。

○ 防災まちづくりチェックリスト（案）の

目的、性格、利用方法

本チェックリスト（案）は、消防防災部

局がまちづくりに参画する場合などに確

認すべき項目、必要となる考え方を示し

たもの。

一般的な利用方法としては、以下のと

おり。

ア．「考慮すべき項目」欄に記載された

項目について、「具体的な着眼点・対

策の内容」、「参考事項」を参考に、当

該市町村等の実状を把握する。

イ．アを踏まえ、当該市町村等の防災上

の問題点と対策を整理する。

ウ．イを踏まえ、重要度・緊急度、実現

可能性等に配慮しつつ、消防防災部局

としてまちづくりに際して要望・提言
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等するべき内容を整理する。

（なお、当該市町村等の実状に応じて、

チェックリストの項目の追加・削除、収

集したデータによる地図の作成、特定災

害を想定した利用といったことも考えら

れる。）

４ 消防防災部局の参画

� 参画の必要性

２において述べた阪神・淡路大震災の問

題点、教訓は、平素からの消防防災の視点

を盛り込んだまちづくりの重要性を物語る

ものです。

一方、本来防災目的ではない施設が、可

能性として有する地域の防災機能は、消防

防災担当部局の「防災」という目でその有

効性が検証されることにより、よりよく機

能を発揮することになると言えます。

このようなことから、総合的に災害に強

いまちづくりを効果的に推進するために、

消防防災部局がまちづくりの計画段階から

積極的に参画する必要があります。

� 参画のあり方

消防防災部局がまちづくりへの参画を有

効に行うためには、�消防防災部局におい
て、まちづくりについて幅広く正しい知識

をもつこと、�情報の収集と合わせ、都市
計画部局を始め関係者に対し、防災上必要

な情報を積極的に提供していくことが重要

です。

�については、３において示した施設の
防災機能や防災まちづくりチェックリスト

等を活用して、消防防災部局がまちづくり

表１ 防災まちづくりチェックリスト（案）（抜粋）

（空間スケール：�個人・家族 �コミュニティ �学区 �市町村 �広域市町村圏等）

機
能 考 慮 す べ き 項 目 具体的な着眼点・対策の内容

空間スケール
参 考 事 項

� � � � �

耐

震

機

能

＜住家＞
� 建物の耐震化はなされているか。

� 瓦・窓ガラスの落下防止の措置を
行っているか
� 家具や照明器具等の転倒落下防止
対策が行われているか。

○

○

○

防災知識の啓発や地域の災害危険
度の住民への周知などにより、住家、
事業所の取組を促進

耐震改修に対する融資制度を考慮。

＜事業所＞
� 建物の耐震化はなされているか。
� 物品や照明器具等の転倒落下防止
対策が行われているか。
� 窓ガラスの飛散に対する対策が行
われているか。

⇒ 強化ガラスへの改修、
飛散防止フィルムの貼
付など。

○
○

○

防災知識の啓発や地域の災害危険
度の住民への周知などにより、住家、
事業所の取組を促進

＜公共建築物＞
� 建物の耐震化はなされているか。
� 物品や照明器具等の転倒落下防止
対策が行われているか。
� 窓ガラスの飛散に対する対策が行
われているか。

⇒ 強化ガラスへの改修、
飛散防止フィルムの貼
付など。

○
○

○

防災知識の啓発や地域の災害危険
度の住民への周知などにより、住家、
事業所の取組を促進

＜ブロック瓶・石瓶＞
� 安全点検及び補修が行われている
か。

⇒ 基礎・鉄筋・控壁が
特に重要。

⇒ 生け垣化・フェンス
化の推進。

○ ○ 防災知識の啓発や地域の災害危険
度の住民への周知などにより、住家、
事業所の取組を促進
生け垣化に対する融資・助成など
を考慮。
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に関する知識を深めていくことが期待され

ます。また、�については、まちづくりが
幅広い主体によって担われることに鑑み、

都市計画部局に対する情報提供以外にも、

情報提供を通じて住民の理解と指示を得る

といった視点も重要です。

なお、ここでは、消防防災部局の参画の

一つの例として、都市計画プロセスへの関

わり方について示しています。重視する点

としては、�消防本部内、市町村の消防防
災部局内に、情報収集、防災課題の把握、

消防防災対策のまとめ等を目的とした組織

を設けること、�日頃から、都市計画部局
や計画地区の地権者等と相互に情報収集、

提供等を行い、密接な連携を図っておくこ

と、��により収集した情報や３において
示した手法等により把握した課題を踏まえ

てまとめた消防防災上必要な施策について

都市防災部局等へ提言・要望を行うこと、

�市町村都市計画審議会への参画、等が挙
げられます。

なお、都道府県消防防災部局においても、

市町村から提出された意見をもとに内容を

検討し、都市計画担当部局との情報交換、

協議を行うといった対応が求められます。

� 都市防災構造化対策における都市計画部

局との連携

都市計画部局においては、平成９年建設

省都市局長通達「都市防災構造化対策の推

進について」によりきめの細かな防災対策

を含めた総合的な都市防災構造化対策を進

めているところです。消防防災部局におい

ても、平成９年消防庁防災課長通達「都市

防災構造化対策の推進について」により、

都市計画部局との連携を図り、災害に強い

安全なまちづくりを進めることとされてお

り、防災都市づくり計画の地域防災計画へ

の位置づけなど、防災課題を解決するため

の連携が必要です。

第３ 終わりに

消防庁及び（財）消防科学総合センターにお

いては、平成８年度から地方公共団体や地域

の防災組織等における防災に関する優れた取

組を表彰する「防災まちづくり大賞」を実施

していますが、本報告書においては、防災ま

ちづくり大賞を受賞した過去の事例から、特

に本調査に関係の深い事例を資料編で紹介し

ています。各地方公共団体等においては、本

報告書で示した「防災まちづくりチェックリ

スト」等の手法のほか、これらの事例等も参

考に、今後の災害に強い安全なまちづくりを

より一層推進していただけることが期待され

ています。

自治省消防庁に設置されている救急業務高度

化推進検討委員会では、平成９年度及び１０年度

の２か年間にわたって、住民等に対する応急手

当の普及啓発を促進させるための新たな方策を

いかにすべきかについて、２つの分科会で検討

が行われました。

第一分科会では、公衆の出入りする場所や仕

事場に勤務する管理者や従業員を対象にして、

応急手当の普及啓発を促進させるための新たな

方策について検討が行われ、第二分科会では、

消防機関に電話で救急要請があった際に、通報

者を始め傷病者の周囲にいる者に対して、遠隔

救急業務高度化推進委員会第一分科会報告書の概要について

（公衆の出入りする場所や事業所等における応急手当の普及啓発について）

救急救助課
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から応急手当の指導を行い、救命効果を高めよ

うとする口頭指導について検討が行われました。

今月号では、第一分科会の報告書についてそ

の概要を記載します。

はじめに

住民に対する応急手当の普及啓発を図るた

めに消防機関では、昭和５７年に制定された「救

急の日」及び「救急医療週間」等の機会を活

用して応急手当の講習会や救急フェアを開催

しています。また、救命効果の一層の向上を

図るためには救急業務の高度化とあわせ住民

に対する応急手当の普及が重要であることか

ら、平成５年以来、全国的に統一して心肺蘇

生法の実技指導等を中心とした講習会の実施

や応急手当の指導者の養成を行っています。

しかしながら、消防機関が開催する普通救

命講習及び上級救命講習に参加した住民は、

これまでに全国で約１９０万人であり、総人口

の約１．５％と国民全体から見た数としては十

分とはいえない状況にあります。これは、応

急手当の重要性が未だ十分に国民の間に浸透

していないことや年々増加する救急需要の状

況下で消防機関が行っている普及啓発活動に

も限界が生じつつあること等が考えられます。

第１章 新たな方策の検討の必要性

１ 応急手当の意義

応急手当の目的は、一般的に「救命」、「悪

化防止」及び「苦痛の軽減」の３つといわれ

れています。応急手当の最大の目的は、傷病

者の生命を救うこと（救命）であり、傷病者

の生命に直接関係する症状があれば、これに

対する応急手当を優先する必要があります。

また、応急手当は、けがや病気を治療する

ために実施するものではなく、現在以上に悪

化することを防ぐため（悪化防止）に実施す

るものであり、傷病者の苦痛を少しでも軽減

させること（苦痛の軽減）が目的です。

人体の組織や臓器は、血流の低下や停止に

よる低酸素や無酸素状態に弱く、特に脳は、

わずか３～４分間の血流停止でも不可逆性の

変化を起こし、回復することが困難になるこ

とが知られています。そのため、心肺機能が

停止した傷病者（以下「CPA傷病者」とい

う。）に対して、この間に適切な心肺蘇生法

（気道確保、人工呼吸及び心臓マッサージの

すべてを実施することをいい、以下、

「CPR」という。）を実施しないと、たとえ

心拍や呼吸を回復させることはできても、社

会復帰させることは極めて難しいとされてい

ます。

平成９年中の救急隊が現場到着に要する時

間は，全国平均によると６．１分であることか

ら傷病者が発生した場合，特にCPA傷病者

については，その場に居合わせた人（以下、

バイスタンダーという）により応急手当が実

施されることが極めて重要であり、傷病者の

社会復帰の可能性を大きく左右するものであ

ることから、応急手当の知識・技術を普及啓

発することは非常に重要なことであると言え

ます。

２ バイスタンダーによる応急手当の実施状況

調査

消防庁が毎年実施している調査によると、

平成９年中に全国の救急隊が搬送したすべて

のCPA傷病者のうち、救急隊到着時にバイ

スタンダーがCPRを実施していた傷病者の

割合は、１６．９％で、１か月後の生存者の割合

を比較した場合、CPRを実施していた場合

は未実施の場合と比べて約２倍生存者の割合

が高くなっていることが判明しました。

一方、CPA傷病者の８割以上はCPRが実

施されておらず、このことは応急手当の普及

啓発の必要性を強く示していると言えます。

３ 普及啓発の新たな方策の必要性について

各消防本部では、消防庁において定めた要

綱に基づき、住民に対する応急手当の普及啓

発はもとより、百貨店、旅館、ホテル、駅舎

等住民等が多数出入りする事業所の従業員に
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対して行う応急手当の普及指導に従事する

（応急手当普及員）の養成にも努めています。

平成９年中の普通救命講習の受講者は、全

国で５８万９，７９８人（平成５年からの累計１７７万

３２６人）であり、普通救命講習や上級救命講

習をはじめ、軽微な講習も含めると平成９年

中の講習受講者数は約２７２万人となっていま

す。

一方、応急手当普及員講習は、主として事

業所又は防災組織等において当該事業所の従

業員又は防災組織等の構成員に対して行う普

通救命講習の指導に従事することが目的でつ

くられた講習であり、平成９年中の受講者数

は、６，７１８人（応急手当普及員講習�）、平成
５年からの累計では２万４、４００人となって

います。

就業人口に占める講習修了者の割合を見た

とき、普通救命講習が２．９％であるのに対し

て、応急手当普及員講習は０．０４％であり、就

業者の２，５００人に１人程度しか応急手当普及

員が養成されていないことがわかります。

このように受講者が少ない原因の一つとし

て講習に従業員を出向させることが事業所等

の経営者にとって人的・経済的な負担となっ

ているためと考えられます。

いずれにしても、現状は事業所等の応急手

当普及員による従業員に対する指導が進んで

おらず、消防職員による指導に頼らざるを得

ない状況ですが、今後は消防機関による普通

救命講習等の普及啓発の実施と合わせて、事

業所等の応急手当普及員を活用した普及啓発

が促進されるよう、その方策について検討を

進めていく必要があります。

４ 公衆の出入りする場所等における応急手当

の普及啓発の意義について

平成９年中に救急搬送されたすべての傷病

者を、その災害発生場所別に分類すると、半

数が住宅（４７．８％）、４分の１（２３．６％）が

公衆の出入りする場所等で発生しています。

傷病者の半数が住宅で発生していることは、

人の生活が住宅を中心として行われているこ

とからも当然のことですが、４分の１の傷病

者が公衆の出入りする場所等で発生している

ことについては、公衆の出入りする場所等が

人の活動において重要な部分を占めているこ

とを示しています。

公衆の出入りする場所等における応急手当

に関する体制づくりを促進していくことによ

って、救命率の向上が大きく期待できるもの

です。

バイスタンダーとして応急手当の実施が最

も期待できるのは成人であり、全国には約

６，２００万の就業者がいることから、就業者、

すなわち公衆の出入りする場所等に勤務する

管理者や従業員に対し、積極的に応急手当を

普及していくことが効果的であると考えられ

ます。また、就業者は、帰宅すれば一住民と

なることから、就業者に普及することは、住

宅における応急手当の実施率の向上にもつな

がり、大変効果的です。

第２章 公衆の出入りする場所等における応急

手当の実施状況

全国の公衆の出入りする場所等における応

急手当の実施状況を把握するために、全国の

各消防本部で平成１０年６月から８月までの２

か月間実態調査を行い、その概要は次のよう

でした。

� CPA傷病者に対する適切な応急手当は、

CPRですが、その実施率は全体で１１．９％

でした。

� CPR の実施状況を詳細に見ると、「水泳

場，プール」６３．０％、「幼稚園、学校等」

４５．８％、「住宅」９．６％、「マーケット等」

９．４％、「工場・作業場」７．７％、「飲食店

等」４．１％などとなっており、発生場所に

よってCPR実施率に大きな差がありまし

た。

� バイスタンダーの応急手当受講機関につ

いては、消防機関が全体の１／４を占めて
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いました。

このことは、他の機関に比べ、これまで

消防機関が圧倒的に多数の者に普及活動を

実施してきた実績が反映された結果であり、

応急手当の普及における消防機関の果たす

役割が大きいことを意味しています。

� 場所によっては、「施設関係者」による

応急手当がされずに、往診の医師や看護婦

等の「医療関係者」、あるいは、通行人等

の「第三者」により実施されている実態が

見受けられます。

このことからも、公衆の出入りする場所

等の「施設関係者」に対して応急手当を普

及啓発する必要性が強く感じられます。

第３章 普及促進のための具体的な方策

１ 公衆の出入りする場所等の応急手当の普及

啓発を促進させるための方策については、次

のようなものが考えられます。

� 表彰制度の導入

ア 表彰状の授与

応急手当に対する取り組みが積極的で

あり、他の模範となると認められる場合

には、表彰状を授与し、顕彰します。

イ 救急マーク（仮称）制度の創設

一定の要件を満たす場合には、当該場

所が応急手当に対する取り組みが積極的

に行われている場所である旨を表示する

マークを掲出します。

� 消防計画への位置付けの検討

� 応急手当普及員講習の開催促進

� 事業所等における普通救命講習等の実施

� 消防関係資格者の研究会や講習会等の活

用

� 地域の防災ボランティア制度への登録と

活用

２ 全般的に応急手当の普及啓発を推進するた

めの方策

� 他省庁との連携

国民全体に対しても広く応急手当の普及啓発

を図る必要があることから、他省庁等で推進さ

れている関連する施策について連携を図ります。

� 協議会設立の呼びかけ

自主的な協議会を設けて、民間主導型の

地域に根ざした一大国民運動として応急手

当の普及啓発を展開していくことを呼びか

けます。

� 公益法人を活用した普及啓発の促進

� 事業所等の自衛消防隊や地域の消防団・

自主防災組織を通じた普及啓発の実施

� マスコミの活用

� 免責の周知

バイスタンダーによる応急手当は、民事

責任、刑事責任ともに違法性が阻却される

ことを積極的に周知させていく必要があり

ます。

３ 今後の課題とされる方策

� 応急手当の法制化について

� 優遇制度の導入について

第４章 普及啓発のための展開例

例１ 公衆の出入りする場所等に応急手当に関

する体制づくりを進める方策

公衆の出入りする場所等において、一定割

合以上の応急手当に関する講習の修了者がお

り、応急手当に関する取り組みが積極的であ

って、他の模範となる場合には、消防機関等

は、当該事業所等が行っている応急手当の取

り組みを奨励するための救急マーク（仮称）

の交付が考えられます。

なお、このマークの掲出に当たっては、保

健医療関係者等との連携によるなど、地域の

実情に応じ、弾力的な運用がなされる必要が

あります。

� 対象となる公衆の出入りする場所等（順

不同）

ア 公共交通機関（駅、空港、バス営業所

等）

イ 旅館・ホテル

ウ 各種競技施設（運動競技場、野球場、
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体育館、ゴルフ場等）

エ 劇場・映画館等

オ 公会堂・集会場

カ 大規模小売店舗（百貨店等）

キ 公衆浴場・サウナ等

ク 地下街

ケ 動物園・遊園地・水族館

コ 公衆の出入りが多い大規模建築物（事

業所が複数混在するビル等）

� 応急手当に関する基本的なあり方

公衆の出入りする場所等に、応急手当に

関する取り組みについての中心となる「応

急手当管理者」と、その下に「応急手当担

当者」を置いた、組織的な応急手当の体制

づくりを推進します。

応急手当担当者の養成目標等は、消防機

関による普通救命講習の実施と合わせ、応

急手当普及員による自主的な講習の実施を

考慮し、従業員等の総数のおよそ３０％を目

標として普通救命講習修了者の養成を推進

します。

例２ 住民や事業所等により自主的に運営され

る協議会を設置する方策

住民や事業所等により自主的に運営される

住民主導型の協議会を設置し、各地域の実情

にあった方策により、地域に根ざした応急手

当の普及啓発が展開されるように働きかけま

す。

あとがき

救急救命士制度が誕生して、間もなく８年

が経過しようとしています。

傷病者の社会復帰率を向上させるためには、

「チェーン・オブ・サバイバル」（Chain of

survival 救命のための鎖）の考えに基づき、「迅

速な連絡」「迅速な一次救命処置（CPR）」「迅

速な除細動」「迅速な二次救命処置」の４つ

の輪が、強固な鎖となることが重要です。

しかし、残念ながら、我が国は「第２の

輪」、すなわちバイスタンダーによるCPRの

実施が不十分な状況であると言わざるを得ま

せん。第２の輪をより強固なものにしてこそ、

第３の輪、つまり救急救命士による除細動の

効果が発揮されるものです。

この報告書は、この第２の輪を中心に検討

を重ねたものです。

公衆の出入りする場所等は顧客等や施設関

係者の出入りが多いことから、急病人やけが

人が発生した場合に、これらの人々がそこに

居合わせる場合も多いものと考えられ、バイ

スタンダーにより早期に適切な応急手当が実

施されることで救命率の向上が期待されるも

のです。

また、施設関係者も帰宅すれば、一住民と

なることから、家庭における応急手当の実施

率の向上にもつながり、総体として応急手当

の普及啓発が着実に図られます。

いずれにしても、第３章、第４章記載の方

策は、地域住民全体についての普及促進方策

にもつながるものであり、応急手当について

の取り組みを総合的に促進させることのでき

る大変有効性の高い方法であると考えられま

す。各消防機関においては、応急手当の普及

啓発は消防全体の問題として捉え、これらの

方策を早い時期に実施していくことを強く望

むものです。
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１ はじめに

� 総出火件数は４０３件の増加

平成１１年第１四半期における総出火件数

は１７，１２７件であり、前年同期と比べますと、

４０３件の増加です。

火災種別ごとにみますと、建物火災は１１７

件、車両火災が８件、船舶火災が３件それ

ぞれ減少し、林野火災は２４３件増加してい

ます。

� 火災による死者は５４人、負傷者は１２人そ

れぞれ減少

火災による死者は７６１人で、前年同期と

比べますと５４人の減少です。

火災種別ごとにみますと、建物火災では

５６０人、林野火災では２人、車両火災では

７３人、その他火災では１２６人の死者が発生

しています。

火災による負傷者は、２，２４４人であり、

前年同期と比べますと１２人の減少です。

火災種別ごとにみますと、建物火災では

１，９４８人、林野火災では４７人、車両火災で

は７０人、船舶火災では３人、その他火災で

は１７６人の負傷者が発生しています。

� 火災による死者（爆発を除く）の４７．３％

が乳幼児及び高齢者

爆発を除いた火災による死者７５７人につ

いて年齢層別にみますと、乳幼児及び高齢

者が３５８人（４７．３％）となり、建物火災の

死者５５７人いおいては、３１２人（５６．０％）を

占めています。

 建物火災の死者のうち、住宅での死者は

９０．２％

建物火災における死者５６０人のうち、住

宅（戸建住宅、共同住宅、併用住宅）にお

ける死者は５０５人（９０．２％）です。

! 出火原因の第１位は「たばこ」、続いて

「放火」、「放火の疑い」

全火災１７，１２７件を出火原因別にみますと、

「たばこ」２，０６８件（１２．１％）、「放火」１，９６０

件（１１．４％）、「放 火 の 疑 い」１，４６５件

（８．６％）、「こんろ」１，３６３件（８．０％）、「た

き火」１，２７２件（７．４％）、「ストーブ」１，０５６

件（６．２％）の順となっています。

爆発を除いた火災について、火災種別ご

とにみますと、建物火災９，５０１件にあって

は、「こ ん ろ」１，３３２件（１４．０％）、「た ば

こ」１，０５９件（１１．１％）、「ストーブ」１，０３５

件（１０．９％）、「放火」９４６件（１０．０％）、「放

火の疑い」５８２件（６．１％）の順となってい

ます。

林野火災１，１１３件では、「たき火」２９２件

（２６．２％）、「たばこ」１９２件（１７．３％）、「放

火の疑い」１２６件（１１．３％）、「火入れ」８９

件（８．０％），「火あそび」６６件（５．９％）の

順となっています。

車両火災１，８９１件では、「放火」２７８件

（１４．７）、「排気管」１９３件（１０．２％）、「放

火の疑い」１８９件（１０．０％）、「内燃機関」

９１件（４．８％）、「たばこ」９０件（４．８％）の

順となっています。

その他火災４，５５５件では、「たき火」７４５

件（１６．４％）、「たばこ」７２６件（１５．９％）、

「放火」６８１件（１５．０％）、「放火の疑い」

５６５件（１２．４％）、「火あそび」３５２件（７．７％）

の順となっています。

２ 全国の概況

� 出火件数

平成１１年第１四半期における総出火件数

平成１１年（１月～３月）における火災の概要（概数）について

防災情報室
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は１７，１２７件で、これは、１日当たり約１９０

件、約８分に１件の火災が発生したことに

なります。

これを火災種別ごとにみますと、以下の

とおりです。

建物火災 ９，５３１件 （５５．６％）

林野火災 １，１１３件 （６．５％）

車両火災 １，８９３件 （１１．１％）

船舶火災 ２６件 （０．２％）

航空機火災 １件 （０．０％）

その他火災 ４，５６３件 （２６．６％）

また、それぞれを前年と比べますと、以

下のとおりとなります。

総出火件数 ４０３件 （ ２．４％） 増加

建物火災 －１１７件 （ ―１．２％）減少

林野火災 ２４３件 （ ２７．９％） 増加

車両火災 －８件 （ ―０．４％）減少

船舶火災 －３件 （ ―１０．３％）減少

航空機火災 ０件 （ － ）

その他火災 ２８８件 （ ６．７％） 増加

� 死傷者数

平成１１年第１四半期における死者数は

７６１人、負傷者は２，２４４人で、これは、１日

あたり死者が８．５人，負傷者が２４．９人それ

ぞれ発生したことになります。また、死者

は，火災２２．５件に１人、負傷者は７．６件に

１人発生したことになります。

死者数、負傷者数についてそれぞれ前年

と比べますと、以下のとおりです。

死 者 －５４人 （―６．６％） 減少

負傷者 －１２人 （―０．５％） 減少

� 火災による損害

続いて火災による損害については、以下のと

おりです。

焼損棟数 １３，０８９棟（ １４５棟／１日 １．４棟／件）

り災世帯数 ９，５１４世帯（１０６世帯／１日１．０世帯／件）

建物焼損床面積４８７，７６５
（ ５，４２０
／１日 ５１．２
／件）

建物焼損表面積 ５６，４３３
（ ６２７
／１日 ５．９
／件）

林野焼損面積 ４１，７６７ａ（ ４６４ａ／１日 ３７．５ａ／件）

損害額４１９億４６４万円 （４６，５６１万円／１日２４５万円／件）

これらを前年と比べますと、それぞれ以

下のとおりとなります。

焼損棟数 ７７棟 （ ０．６％） 増加

り災世帯数 ３５８世帯（ ―３．６％）減少

建物焼損床面積 ５，３１０
 （ ―１．１％）減少

建物焼損表面積 ９，９８７
 （ ２１．５％） 増加

林野焼損面積 １５，５４２ａ （ ５９．３％） 増加

損害額 ３９億２，９８９万円（ ―８．６％）減少

（注） 前年比較における前年数値は、その

後の調査により変更があり、昨年同期

の発表数値と違うものがあります。

３ 建物用途別にみた火災発生状況

建物火災９，５３１件を建物用途別にみますと、

以下のとおりです。

なお、比率については、端数処理の関係上、

合計値が１００％とならない場合があります。

（以下同じです。）

住 宅 ３，９７３件 （４１．７％）

共同住宅 １，３６９件 （１４．４％）

工 場 ５８８件 （６．２％）

複合用途（特定） ５５３件 （５．８％）

併用住宅 ４４９件 （４．７％）

倉 庫 ３５０件 （３．７％）

複合用途（非特定） ２８８件 （３．０％）

事務所 ２２５件 （２．４％）

飲食店 １８６件 （２．０％）

物品販売店舗 １４２件 （１．５％）

その他の用途の建物火災 １，４０８件 （１４．８％）

その他の用途には、学校、旅館、社寺仏閣、

病院、駐車場、遊技場、社会福祉施設、料理

店、停車場、公会堂、幼稚園、公衆浴場、図

書館、キャバレー、文化財、特殊浴場，劇場

及び航空機格納庫等があります。

４ 出火原因別にみた火災発生状況

� 全火災

全火災１７，１２７件を出火原因別にみますと、

以下のとおりです。

たばこ ２，０６８件 （１２．１％）

放 火 １，９６０件 （１１．４％）

放火の疑い １，４６５件 （８．６％）
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こんろ １，３６３件 （８．０％）

たき火 １，２７２件 （７．４％）

ストーブ １，０５６件 （６．２％）

火あそび ７１３件 （４．２％）

火入れ ３６２件 （２．１％）

電灯・電話等の配線 ３６１件 （２．１％）

マッチ・ライター ３００件 （１．８％）

配線器具 ２４０件 （１．４％）

焼却炉 ２２７件 （１．３％）

排気管 ２１７件 （１．３％）

電気機器 ２０８件 （１．２％）

風呂かまど ２０６件 （１．２％）

その他 ２，９９１件 （１７．５％）

不明・調査中 ２，１１８件 （１２．４％）

� 建物火災 （爆発を除く）

爆発を除く建物火災９，５０１件を出火原因

別にみますと、以下のとおりです。

こんろ １，３３２件 （１４．０％）

たばこ １，０５９件 （１１．１％）

ストーブ １，０３５件 （１０．９％）

放 火 ９４６件 （１０．０％）

放火の疑い ５８２件 （６．１％）

電灯・電話等の配線 ２９０件 （３．１％）

火あそび ２８３件 （３．０％）

たき火 ２０６件 （２．２％）

風呂かまど ２０３件 （２．１％）

配線器具 １９４件 （２．０％）

灯 火 １５５件 （１．６％）

マッチ・ライター １５５件 （１．６％）

電気機器 １５５件 （１．６％）

煙突・煙道 １２９件 （１．４％）

溶接機・切断機 １１９件 （１．３％）

その他 １，４７０件 （１５．５％）

不明・調査中 １，１８８件 （１２．５％）

� 林野火災 （爆発を除く）

爆発を除く林野火災１，１１３件を出火原因

別にみますと、以下のとおりです。

たき火 ２９２件 （２６．２％）

たばこ １９２件 （１７．３％）

放火の疑い １２６件 （１１．３％）

火入れ ８９件 （８．０％）

火あそび ６６件 （５．９％）

放 火 ５４件 （４．９％）

焼却炉 １２件 （１．１％）

マッチ・ライター １０件 （０．９％）

取 灰 ４件 （０．４％）

排気管 ２件 （０．２％）

煙突・煙道 ２件 （０．２％）

溶接機・切断機 １件 （０．１％）

配線器具 １件 （０．１％）

ストーブ １件 （０．１％）

電灯・電話等の配線 １件 （０．１％）

その他 ７７件 （６．９％）

不明・調査中 １８３件 （１６．４％）

 車両火災 （爆発を除く）

爆発を除く車両火災１，８９１件を出火原因

別にみますと、以下のとおりです。

放 火 ２７８件 （１４．７％）

排気管 １９３件 （１０．２％）

放火の疑い １８９件 （１０．０％）

内燃機関 ９１件 （４．８％）

たばこ ９０件 （４．８％）

衝突の火花 ７９件 （４．２％）

電気装置 ５３件 （２．８％）

マッチ・ライター ４５件 （２．４％）

電気機器 ３７件 （２．０％）

たき火 ２７件 （１．４％）

配線器具 ２５件 （１．３％）

電灯・電話等の配線 ２１件 （１．１％）

火あそび １２件 （０．６％）

溶接機・切断機 １０件 （０．５％）

焼却炉 １０件 （０．５％）

その他 ４２９件 （２２．７％）

不明・調査中 ３０２件 （１６．０％）

! 船舶火災 （爆発を除く）

爆発を除く船舶火災２６件を出火原因別に

みますと、以下のとおりです。

放火の疑い ３件 （１１．５％）

排気管 ２件 （７．７％）

電気機器 ２件 （７．７％）
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内燃機関 ２件 （７．７％）

マッチ・ライター ２件 （７．７％）

こんろ ２件 （７．７％）

焼却炉 １件 （３．８％）

電気装置 １件 （３．８％）

たき火 １件 （３．８％）

溶接機・切断機 １件 （３．８％）

電灯・電話等の配線 １件 （３．８％）

風呂かまど ０件 （ － ）

炉 ０件 （ － ）

たばこ ０件 （ － ）

ストーブ ０件 （ － ）

その他 ４件 （１５．４％）

不明・調査中 ４件 （１５．４％）

" 航空機火災 （爆発を除く）

爆発を除く航空機火災１件の出火原因に

つきましては、現在調査中です。

# その他火災 （爆発を除く）

爆発を除くその他火災４，５５５件を出火原

因別にみますと、以下のとおりです。

たき火 ７４５件 （１６．４％）

たばこ ７２６件 （１５．９％）

放 火 ６８１件 （１５．０％）

放火の疑い ５６５件 （１２．４％）

火あそび ３５２件 （７．７％）

火入れ ２４２件 （５．３％）

焼却炉 １１６件 （２．５％）

マッチ・ライター ８４件 （１．８％）

電灯・電話等の配線 ４８件 （１．１％）

溶接機・切断機 ４３件 （０．９％）

取 灰 ２５件 （０．５％）

配線器具 ２０件 （０．４％）

こんろ １７件 （０．４％）

電気装置 １７件 （０．４％）

ストーブ １４件 （０．３％）

その他 ４２７件 （９．４％）

不明・調査中 ４３３件 （９．５％）

$ 爆発による火災

爆発のみの火災４０件を出火原因別にみま

すと、以下のとおりです。

こんろ ４件 （１０．０％）

ストーブ ４件 （１０．０％）

マッチ・ライター ４件 （１０．０％）

炉 ２件 （５．０％）

溶接機・切断機 ２件 （５．０％）

電気機器 １件 （２．５％）

焼却炉 １件 （２．５％）

たき火 １件 （２．５％）

たばこ １件 （２．５％）

放 火 １件 （２．５％）

排気管 ０件 （ － ）

風呂かまど ０件 （ － ）

電気装置 ０件 （ － ）

電灯・電話等の配線 ０件 （ － ）

内燃機関 ０件 （ － ）

その他 １２件 （３０．０％）

不明・調査中 ７件 （１７．５％）

５ 死傷者の発生状況

� 火災種別死者発生状況

全死者７６１人について火災種別ごとにみ

ますと、以下のとおりです。

建物火災 ５６０人 （７３．６％）

林野火災 ２人 （０．３％）

車両火災 ７３人 （９．６％）

船舶火災 ０人 （ － ）

航空機火災 ０人 （ － ）

その他火災 １２６人 （１６．６％）

� 建物用途別死者発生状況

建物火災における死者５６０人を建物用途

別にみますと、以下のとおりです。

住 宅 ３８０人 （６７．９％）

共同住宅 ９９人 （１７．７％）

併用住宅 ２６人 （４．６％）

複合用途（特定） １４人 （２．５％）

複合用途（非特定） １１人 （２．０％）

工 場 ４人 （０．７％）

事務所 ４人 （０．７％）

旅 館 ３人 （０．５％）

倉 庫 ２人 （０．４％）

神社・寺院 １人 （０．２％）
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病院 １人 （０．２％）

その他の用途の建物火災 １５人 （２．７％）

� 火災種別負傷者発生状況

全負傷者２，２４４人について火災種別ごと

にみますと、以下のとおりです。

建物火災 １，９４８人 （８６．８％）

林野火災 ４７人 （２．１％）

車両火災 ７０人 （３．１％）

船舶火災 ３人 （０．１％）

航空機火災 ０人 （ － ）

その他火災 １７６人 （７．８％）

 建物用途別負傷者発生状況

建物火災における負傷者１，９４８人を建物

用途別にみますと、以下のとおりです。

住 宅 ９４４人 （４８．５％）

共同住宅 ３９１人 （２０．１％）

併用住宅 １０６人 （５．４％）

複合用途 （特定） １０６人 （５．４％）

工 場 １０２人 （５．２％）

複合用途 （非特定） ６５人 （３．３％）

倉 庫 ２９人 （１．５％）

飲食店 ２７人 （１．４％）

事務所 ２５人 （１．３％）

旅 館 ２０人 （１．０％）

その他の用途の建物火災 １３３人 （６．８％）

その他の用途には、学校、物品販売店舗、

病院、遊技場、社寺仏閣、キャバレー、公

衆浴場、駐車場、社会福祉施設、料理店、

劇場及び公会堂等があります。

! 死者の発生した経過別死者発生状況

全死者７６１人について、死者の発生した

経過別にみますと、以下のとおりです。

逃げおくれ ３５９人 （４７．２％）

放火自殺 ２２４人 （２９．４％）

着衣着火 ５６人 （７．４％）

出火後再進入 １１人 （１．４％）

その他 １１１人 （１４．６％）

" 年齢層別死者発生状況

爆発を除く死者７５７人について、年齢層

別にみますと、以下のとおりです。

６～６４歳以下 ３９８人 （５２．６％）

６５歳以上 ３４６人 （４５．７％）

５歳以下 １２人 （１．６％）

年齢不明 １人 （０．１％）

# 複合条件による死者発生数

ア 年齢層並びに火災種別ごとの死者数

�ア ５歳以下（爆発を除く）

建物火災 １０人 （８３．３％）

林野火災 ０人 （ － ）

車両火災 １人 （８．３％）

船舶火災 ０人 （ － ）

航空機火災 ０人 （ － ）

その他火災 １人 （８．３％）

�イ ６～６４歳以下（爆発を除く）

建物火災 ２４４人 （６１．３％）

林野火災 ０人 （ － ）

車両火災 ６９人 （１７．３％）

船舶火災 ０人 （ － ）

航空機火災 ０人 （ － ）

その他火災 ８５人 （２１．４％）

�ウ ６５歳以上（爆発を除く）

建物火災 ３０２人 （８７．３％）

林野火災 ２人 （０．６％）

車両火災 ３人 （０．９％）

船舶火災 ０人 （ － ）

航空機火災 ０人 （ － ）

その他火災 ３９人 （１１．３％）

イ 年齢層並びに建物用途別死者数

�ア ５歳以下（爆発を除く）

共同住宅 ６人 （６０．０％）

住 宅 ３人 （３０．０％）

複合用途（特定） １人 （１０．０％）

�イ ６～６４歳以下（爆発を除く）

住 宅 １４８人 （６０．７％）

共同住宅 ５１人 （２０．９％）

併用住宅 １２人 （４．９％）

複合用途（非特定）８人 （３．３％）

複合用途（特定） ６人 （２．５％）

旅 館 ３人 （１．２％）

事務所 ２人 （０．８％）

－２３－



病 院 １人 （０．４％）

その他 １３人 （５．３％）

�ウ ６５歳以上（爆発を除く）

住 宅 ２２９人 （７５．８％）

共同住宅 ４１人 （１３．６％）

併用住宅 １４人 （４．６％）

複合用途（特定） ７人 （２．３％）

複合用途（非特定）３人 （１．０％）

倉 庫 １人 （０．３％）

事務所 １人 （０．３％）

神社・寺院 １人 （０．３％）

その他 ５人 （１．７％）

ウ 年齢層並びに死者の発生した経過別死

者数

�ア ５歳以下（爆発を除く）

逃げおくれ ９人 （７５．０％）

放火自殺 １人 （８．３％）

着衣着火 ０人 （ － ）

出火後再進入 ０人 （ － ）

その他 ２人 （１６．７％）

�イ ６～６４歳以下（爆発を除く）

放火火自殺 １８３人 （４６．０％）

逃げおくれ １４５人 （３６．４％）

着衣着火 １２人 （３．０％）

出火後再進入 ５人 （１．３％）

その他 ５３人 （１３．３％）

�ウ ６５歳以上（爆発を除く）

逃げおくれ ２０１人 （５８．１％）

着衣着火 ４４人 （１２．７％）

放火自殺 ４０人 （１１．６％）

出火後再進入 ６人 （１．７％）

その他 ５５人 （１５．９％）
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京築地区は、福岡県の北東部に位置し、東は

耶馬渓・英彦山山系を源流とする山国川を境に

大分県中津市と、西は旧産炭地域の筑豊地域、

南は犬ケ岳・経読雁股連峰を境に大分県下毛郡、

北は北九州市とそれぞれ隣接しています。また、

東北部は周防灘に面し、良好な海岸線を有して

います。

面積は、４４９．６２平方メートル、人口は約９４，０００

人、気候的には、全体的に晴天が多く、瀬戸内

海型気候に属します。水と緑に囲まれた自然豊

かな田園都市としての地形を形成しています。

また、歴史的分化遺産も多く、明治初期「小

笠原藩」の城下町として栄えた豊津町をはじめ、

各地に出土、分布する多数の古墳や条里制の遺

構、国府・国分寺（奈良時代天平１３年、聖武天

皇の勅願により全国の国ごとに建てられた国立

寺院で、塔は、インドのストゥーパー（仏塔）

の流れをくむ多重塔形式をとっていますが、塔

の内陣には大日如来を中尊とする四仏が安置さ

れています）の跡や、修験道分化の遺跡、遺品

で有名な求菩提山などが歴史的宝庫として知ら

れています。このように、今日まで豊かな自然

の恩恵と、祖先の残してくれた香り高い分化に

育まれて発展してきた地域ですが、新北九州空

港の開港、東九州自動車道の建設促進など、新

時代創造への新たな胎動が始まった今日、「自

然と共生する心豊かな交流・文化回廊都市圏を

めざして」の計画実現に向け、地域の総合振興

が期待されています。

また、当地域にはそれぞれ海産物、山菜加工

品等特産品も多く、又、豊かな自然を有効に活

用した、キャンプ場や、温泉施設等もあり、シ

ーズンには県内外から多くの家族連れや若者で

賑わいを見せていますので、どうぞ全国の皆様

方のお越しをお待ちしています。

さて、当地域の消防行政は、昭和４８年４月１

日に京築広域圏管内１市６町２村で構成された

「京築広域圏消防本部」として発足しました。

発足当時１本部１署３分遣所、消防職員数３２名

でしたが、その後の組織拡充に伴い、昭和５３年

１０月には分遣所を分署に昇格させ１出張所を開

設、その後昭和５９年４月には消防本部庁舎を新

築移転し、現在の１本部１署３分署１出張所、

職員数１２０名の体制となっています。

また、昭和５４年には、中心市である豊前市が、

石油コンビナート等特別防災区域に指定される

など、徐々に消防装備や消防力の強化充実を図

っているところです。

管内では、昭和５５年に集中豪雨による、山崩

れ、河川の氾濫が発生し、死者１名を出す災害

が発生しましたが、近年では、ほとんど自然災

害や火災などの大きな災害は発生しておりませ

ん。消防本部管内の火災発生件数は、年間平均

約５０件前後で、推移しており、出火原因の主な

ものは、放火を除けば火を取り扱う際のちょっ

とした不注意が原因であることから、このよう

な状況を地域住民に普及啓発等周知するととも

に、防災体制の充実強化のため、各関係機関と

協調し、推進していくことが必要と痛感してお

ります。

又、救急出動件数は、年間平均約２，５００件で、

平成１０年は、２，７５７件と年々増加の傾向を示し

ており、事故種別ごとにみると、第２位が転院

搬送で全体の２０パーセント近くをしめておりま

す。このことは、近郊に総合的な医療機関がな

いことが大きな要因となっていると考えられま

す。今後ますます増加することが予想される救

急需要や、傷病者の救命率の向上に対応するた

北から南から ◆各地の消防だより

『豊かな緑と水辺に包まれた自然と共生する街』

京築広域圏消防本部 消防長 沼田 耕一

－２５－



めに、救急救命体制の強化が求められておりま

すが、これらのニーズに応えるため、救急救命

士の養成にあわせ、平成９年４月からは、高規

格救急車を購入配備し、救急救命士による高度

な救急体制の運用を開始いたしました。

また、高齢化社会を迎えた今日、災害弱者と

いわれる方々に対応する施策として緊急通報シ

ステムの整備、FAX１１９の導入等、また平成１２

年には最新鋭の緊急通信指令施設の整備を行う

など積極的に取り組んでおります。

このように多くの課題を抱えておりますが、

新たな時代に、そして新たな住民ニーズに確か

に応えるため、住民との対話を深め、明るく安

心して住める街づくりをめざしております。

１ 目 的

「救急の日」は、昭和５７年に救急医療及び

救急業務に対する国民の正しい理解を深め、

かつ、救急医療関係者の意識の高揚を図るこ

とを目的として「救急医療週間」と共に設け

られました。

以来毎年９月９日を「救急の日」とし、こ

の日を含む１週間を「救急医療週間」（今年

は９月５日�から９月１１日�までとされてい
ます。ただし、地域の実情に応じて変更する

ことができます。）としています。

全国各地において国、地方公共団体、日本

医師会、日本救急医学会、全国消防長会、そ

の他救急医療関係諸機関の主催や協賛によっ

て「救急の日」及び「救急医療週間」の趣旨

にふさわしい内容の行事を実施されます。

２ 実施の重点

「救急の日」及び「救急医療週間」におけ

る各種行事及び普及啓発等の重点方針は次の

とおりです。

� 応急手当の普及啓発

� 救急医療システム及び救急搬送システム

の紹介並びにそれらの適切な利用方法の普

及啓発

� 救急医療関係者及び救急隊員の表彰及び

研修

３ 実施内容等

消防庁では『「救急の日」及び「救急医療

週間」の実施について』を各都道府県知事あ

てに通知し、今年度の実施方針を示し、期間

中における行事等への協力と管下市町村への

周知徹底をお願いしています。

また、今年も消防庁と厚生省との共催によ

り９月９日に JR東京駅において、「救急の

日'９９」を開催し心肺蘇生法を中心とした応

急手当の実演や実技指導、パネルを利用した

救急医療システムや救急搬送システムの紹介

などを行います。

「救急の日」及び「救急医療週間」を機会

にできるだけ多くの方に応急手当を身につけ

ていただくとともに、救急業務や救急医療の

正しい理解と認識を深めていただくようお願

いします。

☆９月９日は「救急の日」

（救急救助課）

��������������� 広 報 資 料・９月分 ���������������
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行楽地での火災というと、旅館・ホテル等の

宿泊施設での火災がまっ先に思い浮かぶことと

思います。しかし、このような、不特定多数の

人が宿泊する施設においては、宿泊者がその施

設の構造を熟知していないため、ひとたび火災

が発生すると、大きな混乱を生じ、多数の死者

を生じる大惨事につながるおそれがあります。

旅館・ホテル等の関係者の方々が、繁忙期の

火災発生を防ぐために十分な火災予防対策を講

じることはもちろんですが、宿泊者の皆様も寝

たばこなどにより火災を起こさないよう十分気

をつけ、万一火災が起きた際の避難経路の確認

など、施設を利用する上での注意が必要です。

旅館・ホテル等の関係者の方が、火災の発生

防止及び被害の軽減を図るための予防対策とし

て次の事項を遵守してください。

１ 従業員に対する教育・訓練の実施

消防計画に基づいた教育・訓練を実施し、

いざというときの任務分担を従業員一人ひと

りが十分理解し、連絡通報、初期消火及び避

難誘導を円滑に行えるよう、日頃から防火管

理体制を確立しておくことが必要です。

２ 災害弱者等の避難が困難な人への配慮

高齢者や身体不自由者等は、火災が発生し

た場合において、迅速・的確な避難行動をと

ることが困難なことから、逃げ遅れ等によっ

て死傷するおそれがあります。このような宿

泊者に対しては、災害時に容易に避難できる

階や非常口付近の宿泊室を割り当て、万一の

際には従業員が付き添い避難誘導するなどの

きめ細かな配慮が必要です。

３ 消防用設備等の設置・点検

火災を早期に発見し、消火等に役立つ設備

機器として、自動火災報知設備、スプリンク

ラー設備等があります。万一、火災が発生し

たときに被害を最小限にとどめるためには、

これらの消防用設備等を適正に設置すること

はもとより、定期的な点検を実施するなど維

持・管理に努め、常に火災に備えておくこと

が必要です。

４ 防炎品の使用促進

旅館・ホテル等においては、防炎物品を使

用することが法令により義務付けられている

カーテン・じゅうたん等はもちろんのこと、

寝具類等に着火した火災事例も多いことから、

これらについても防炎製品を使用し、火災の

拡大を防止することが大切です。

旅館・ホテル等を利用される宿泊者の方は、

次の事項に注意して下さい。

１ 避難経路の確認

旅館・ホテル等の火災で犠牲者が生ずる要

因として、宿泊者が施設に精通していないた

め避難経路がわからず、逃げ場を失ってしま

う場合があります。

宿泊者の方は旅館・ホテル等に到着しチェ

ックインが終われば、直ちに客室等の設置さ

れている避難経路図を確認し、実際に歩いて

確認するとさらに安心です。さらに、非常用

の懐中電灯や消火器、避難器具等設置場所の

確認をしておき、万一、火災が発生した場合

は従業員の指示に従いましょう。

２ たばこの処理

宿泊者の寝たばこやたばこの不始末によっ

て多くの火災が発生しています。たばこを吸

う場合には所定の喫煙場所で吸うよう心がけ

るとともに、寝たばこは絶対しないようにし

ましょう。また、たばこの火が完全に消えた

ことを確認するなど吸い殻の始末をきちんと

行い、マナーを守った喫煙を心がけましょう。

「秋の行楽期における火災の被害防止」

（予 防 課）
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地震が発生したとき、被害を最小限におさえ

るには、一人ひとりがあわてずに適切な行動を

とることが極めて重要です。

そのためには、みなさんが地震について関心

を持ち、いざというときに落ち着いて行動でき

るよう、日頃から地震が発生した時の正しい心

構えを身につけておくことが必要です。

そこで、次のようなことを、ふだんから取り

組みましょう。

＜家庭の防災会議＞

地震のとき、家族があわてずに行動できるよ

うに、ふだんから次のようなことを話し合い、

それぞれの分担を決めておきましょう。

・救急医薬品や火気などの点検

・幼児や老人の避難はどこにあるか

・避難場所、避難路はどこにあるか

・避難するとき、だれが何を持ち出すか、非

常持出袋はどこに置くか

・家族間の連絡方法と最終的に確認し合う場

所はどこにするか

・昼の場合、夜の場合の違いをどうするか

また、家族が会社、学校、買い物など別々の

場所で地震にあった場合の連絡方法や最終的な

避難場所も決めておき、これらを記入した避難

カードを作成し、各自携帯しましょう。

＜住まいの安全チェック＞

・家補強

柱、土台や屋根瓦などを点検し、老朽化し

ているものは、補強をしておきましょう。

・ブロック塀、石塀の補強

ブロック塀等は、鉄筋などで補強をしたり、

プロパンガスボンベは、転倒しないように鎖

などで固定しましょう。

・家具等の転倒、落下防止

タンスや食器棚等の家具類は壁などに固定

し、重い物や不安定な物は高い所に置かない

ようにしましょう。

＜消火器などの備え＞

万一の出火に備えて、消火器や水バケツなど

をすぐに使える場所に用意したり、風呂の水は

いつも溜めておくように心がけましょう。

また、火災が発生した時に確実に消火できる

ように、ふだんから防火訓練などに参加し、消

火器の使い方に慣れておきましょう。

☆地震に対する日常の備え

（震災対策指導室）
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さらに、倒壊した家の下敷きになった人を救

出するために役立つ、のこぎり、バール、ハン

マー等も用意しておきましょう。

＜非常持出品の準備＞

避難場所での生活に最低限必要な物を準備し、

また、負傷したときに応急手当ができるように、

応急医療品などもリュックサックや非常持出袋

に入れて、いつでも持ち出せる場所に備えてお

きましょう。

＜避難場所、避難路の確認＞

自分の避難場所や避難路を確認するとともに、

家族全員で実際に歩いてみて、所要時間（歩行

距離）と危険個所の有無についてあらかじめ調

べておきましょう。

＜防災訓練＞

正しい防災知識に基づく防災行動が的確にと

れるように日頃から心がけ、防災訓練に積極的

に参加しましょう。

また、災害発生時には、個人の対応ではどう

しようもない場合があるので、ふだんから隣近

所の人々とのコミュニケーションを保ち、いざ

という時、お互いに協力しあえるようにしてお

きましょう。

１ 「適マーク制度」とは？

百貨店の入口やホテルのフロント等で見かけ

る「適マーク」は、旅館・ホテル、劇場、百貨

店など不特定多数の人が出入りする施設を対象

として、その対象物を管轄している消防署の職

員が、立入調査により一定の点検項目を審査し、

防火の基準に適合する防火対象物に対して交付

するものです。

この制度は、対象物の防火に関する状況を広

く国民に対して情報提供することにより、対象

物関係者の防火に関する認識を高め、防火安全

に関する不備事項の是正促進に大きな効果を挙

げているものです。現在では、適マークは、防

火安全のシンボルマークとして位置づけられて

おり、このマークのある施設は、信頼のある

制度として国民に広く定着しています。

２ どのような点検項目を審査しているのか？

「適マーク制度」の対象としている旅館・ホ

テル、劇場、百貨店等は、不特定多数の人々が

出入りする施設であり、もし火災などの災害が

発生した場合に、多数の人々の生命・身体に危

険を及ぼす可能性があります。

このため、「適マーク」を交付しようとする

対象物については、次の２８項目の要件を満たし

ているかどうかを厳しく審査しています。

� 防火管理者の選任、消防訓練、防災教育の

実施など、防火管理が適正に維持されている

かどうか（１０項目）

� 消防法令に定められた消防用設備等が設置

され、適正に維持管理されているかどうか（１０

項目）

�火気使用設備・器具、危険物施設等に関する
届出、維持管理が適正に行われているかどう

か（５項目）

� 建築基準法令の防火の基準に適合している

かどうか（３項目）

３ 全国でどれだけ交付されているのか？

平成１０年３月３１日現在の「適マーク制度」の

対象物は全国で５４，６９９件であります。このうち、

立入調査を完了した対象物数は５２，２４０件（検査

率９５．５％）で、点検項目の基準に適合し、「適

マーク」が交付された対象物数は３７，４６３件（調

査完了物件に対する交付率７１．７％）となってい

ます。

また、平成２年から、「適マーク」の基準に

２年以上継続して適合している対象物には、そ

のことを示すための表示である「適継続章」が

付されることとなり、この「適継続章」が表示

☆「適マーク制度の普及と理解の推進」

（予 防 課）
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された対象物数は平成１０年３月３１日現在、

２９，５９８件になります。

既に「適マーク」の交付を受けている対象物

であって、その後「適マーク」の基準に適合し

なくなったり、火災が発生して「適マーク」を

返還した対象物数は、平成１０年３月３１日現在、

８５２件となっています。

４ 適マーク」交付対象物を利用する方へ！

「適マーク」を交付している対象物を管轄し

ている消防署の職員は、定期的に立入調査を実

施し、適正な維持管理を行うよう指導していま

す。

「適マーク」のある施設は、一定の防火基準

を満たしているといえますが、これらの施設を

利用する場合であっても、万一に備えて避難経

路の確認を行うなど、いざという時に自分の身

を守る方法を確認しておくことが大切です。

ご存じのように我が国は世界でも有数の火山

国です。中でも活火山は全世界の約１割が分布

し、平均すると年に約１０の火山で、噴火や異常

現象が発生し、ときに大きな災害を起こすこと

があります。

この火山災害に備えるため国や地方公共団体

は、避難施設などの整備、防災訓練の実施や情

報収集・伝達網の充実、避難誘導体制の整備、

観光客・登山者対策の実施など、防災体制の強

化を推し進めています。

しかしながら、火山災害による被害を最小限

にとどめるためには、みなさん一人ひとりの日

頃からの心構えと準備が極めて重要です。とく

に、広範囲にわたる深刻な被害が発生した場合

には、防災関係機関だけでは十分な活動が困難

になる場合が予想されますので、地域の住民一

人ひとりが「自らの身の安全は自らが守る」と

いう意識を持ち、自主的な防災活動を行うこと

が大切になってきます。

そのため、もう一度次のような点を確認し、

火山災害への備えを確実なものにしておきまし

ょう。

１ 日頃からの心構えと準備は

� 自主防災組織の活動を積極的に推し進め、

火山災害が発生した場合を想定して、地域の

実情に応じた実践的な避難訓練などを積み重

ねておきましょう。

� 火山は、火砕流、土石流、泥流、溶岩流や

噴石、降灰のほか、山崩れや津波、火山ガス

など、それぞれの火山の性質や地域の特性に

応じた様々な災害をもたらします。自治体や

自主防災組織などが開催する研修会、説明会、

イベントに積極的に参加したり、または広報

紙・パンフレットなどを通じて、過去の噴火

の歴史や火山活動の特徴、予想される危険箇

所など火山に関する知識を普段から蓄え、い

ざというときの対応力を身に付けておきまし

ょう。

� テレビ・ラジオや地域の防災行政無線など

から伝えられる火山情報に普段から耳を傾け

る習慣をつけておきましょう。なお、防災行

政無線が設置されていない地域では、火山情

☆火山被害に対する備え

（防 災 課）

－３０－



報や避難の勧告・指示がどのような経路で伝

えられて来るのか、あらかじめよく確認して

おきましょう。

� 日時などを特定した火山噴火の予知などは

できません。根拠のないデマや噂などに惑わ

されず、正確な情報に基づいて行動しましょう。

� 一時的に避難する場所は事前に指定されて

いますので、日頃からその位置やそこまでの

道順を確認しておきましょう。

� 飲料水や非常食、懐中電灯、携帯用ラジオ

などの非常持ち出し品を用意しておきましょ

う。その際、火山災害による避難生活は長期

間にわたることもあるということを考慮に入

れて、用意にあたりましょう。また、家族一

人ひとりが身に付けるそれぞれの氏名票（住

所、氏名、生年月日、血液型、勤務先、非常

連絡先、避難予定地などを記入しておく）を

準備しておきましょう。

� 家族で防災について話し合う”家族防災会

議”を開き、それぞれの役割分担や避難先で

おちあう場所など、重要なことをあらかじめ

決めておきましょう。

� 噴煙などの異常現象を発見したら、すぐに

市役所や役場、消防、警察などに連絡をしま

しょう。

２ 噴火が始まったら

� 災害の状況を軽く見ないで、消防、警察な

どの防災関係機関の広報に注意し、避難の勧

告や指示が出された場合は速やかに従いまし

ょう。なお、周囲の状況からみて危険と判断

した場合には、避難の勧告や指示がなくても、

自主的に避難をして災害から身を守りましょう。

� お年寄りや子ども、病人、体の不自由な方

などのいる家庭は、特に早めに避難しましょ

う。これらの方々には家族ばかりではなく近

所の人も常日頃から気配りをし、地域の人々

が協力しあって避難を手助けするよう心がけ

ましょう。

� 回り道でも、事前に確認しておいた最も安

全な道順を選んで避難しましょう。

� 服装は行動しやすいものとし、頭巾・ヘル

メットや底の丈夫な運動靴、手袋なども用意

しましょう。

� 火砕流・土石流は速度が速いため、流れに

背を向けて逃げたのでは巻き込まれてしまい

ます。流路から直角へ遠ざかる方向に避難を

しましょう。

� 噴石などが降ってきたら、岩かげや丈夫な

建物に身を寄せましょう。

� 海沿いの火山の場合は、噴火に伴って津波

が発生することがありますので、防災関係機

関の情報に注意するとともに、危険を感じた

ら高い所へ避難するようにしましょう。

３ 噴火が落ち着いても

� 警戒区域が設定されていたり、避難勧告が

出されていた場合には、解除されるまでは、

その対象地域に決して立ち入らないようにし

ましょう。

� 山腹に積もった火山灰等が、降雨によって

流れ下ることがありますので引き続き注意を

しましょう。特に、崖の近くや土石流、泥流

の危険性のある場所に住んでいる方は、雨が

降った場合、速やかに安全な場所に避難しま

しょう。

４ 観光・登山等で山に入る時の注意点

これから夏山のシーズンを迎えますが、活動

の可能性のある火山では、立入禁止区域が設け

られていることがあります。そのような区域に

は絶対立ち入らないで下さい。また登山中には、

火山ガスや噴気地帯に気を付けましょう。毒性

の強い火山ガスは、火山活動が比較的穏やかな

ときでも、噴気口や温泉などから発生している

ことがあり注意が必要です。硫化水素ガスは空

気よりも重いので、くぼ地や低地にたまること

が多く、特に天候がくもり・雨の場合や風がな

いときには濃度の高いガスとなってたまりやす

くなります。この中にいると、中毒で意識不明

になったり、死に至ることもありますので、こ

れらについて事前に十分確認をした上で山に入

るよう心がけましょう。
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平成１１年５月２６日�に皇居宮殿内において天
皇陛下による拝謁が行われました。

今回の拝謁を受けた国際消防救助隊員等の消

防関係者は、平成８年１０月に出動したエジプト

ビル崩壊事故関係の９名及び平成９年９月から

１１月にかけて出動したインドネシア森林火災関

係の３３名、計４２名です。また、今回は消防関係

者の他、平成８年６月から平成９年１１月までの

間に国際緊急援助隊として派遣された他の救助

関係機関及び医療関係者などを含め、合計８チ

ーム１０４名が皇居に招かれました。

拝謁当日は、初夏を思わせる好天に恵まれ、

今回招かれた国際消防救助隊員は、制服に国際

協力功労賞を装着して拝謁を受けました。

拝謁者は、皇居に入場してから、記念撮影を

行い、皇居内を参観したのち、拝謁場所である

宮殿内の拝謁場所に入室し、各派遣チームごと

に待機しました。

陛下がお出ましになられ、拝謁者全員に対し、

日本の高度な技術を用いての救助活動と献身的

な活動による国際貢献は日本国と世界各国の理

解につながっており、各隊員に今後ともこれら

の技術を生かした貢献に精進されることを希望

する旨のお言葉がありました。

陛下は、お言葉のあと、外務省経済協力局長

の案内により各派遣チームを御覧になられまし

た。

その後、陛下は、今回の拝謁者に茶菓を振る

舞われ、各派遣チームごと個別に、ねぎらいの

お声をお掛けになり、派遣先の状況や派遣当時

の隊員達の健康状態などについてつぶさに御質

問され、多くの隊員がそれぞれ救助活動中の写

真を用いる等して御進講申し上げました。

今回の拝謁では、当初の拝謁予定時間を１０分

間延長するなど、陛下は国際消防救助隊等の活

動に高い関心を示しになられました。

国際消防救助隊天皇陛下拝謁について

（救急救助課）

��������������� お 知 ら せ ���������������
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自治省消防庁では、毎年６月の第２週を「危

険物安全週間」として、危険物の保安に対する

意識の高揚及び啓発活動を展開しております。

今年度の危険物安全週間は６月６日�から１２
日�まで行われました。
６月７日に行われた「危険物安全大会」では、

永年にわたり危険物関係事業所等において危険

物の安全管理の推進に努められてきた個人（４４

名）と団体（３団体）が「危険物保安功労者」

として、また、危険物の保安に対する取り組み

が特に優れている危険物事業所（３９事業所）が

「優良危険物関係事業所」として、それぞれ消

防庁長官から表彰されました。

また、併せて、危険物安全週間推進標語の最

優秀賞を受賞された土屋修次さんに対しても、

表彰状が贈られました。受賞標語は「危険物

一手先読む 確かな点検」です。

表彰式に続いて行われた記念講演会では、淑

徳大学教授の北野 大氏をお招きして、「暮ら

しのリスク」と題して講演を行っていただきま

した。

また翌、８日（東京会場）、１０日（岡山会場）

の両日には、危険物施設安全推進講演会を開催

し、消防庁危険物規制課（小林恭一課長）によ

り「転換期を迎えた消防行政」と題した基調講

演を行うとともに、続く事故事例発表では、茨

城県鹿島南部地区消防事務組合消防本部（石山

寛義氏）から「ガス精製設備再生塔爆発事故」、

東京消防庁予防部危険物課（新行内俊男氏）か

ら「油槽所においてタンクローリーへ充てん中

に発生した爆発火災事故の概要について」がそ

れぞれ発表されました。

平成１１年度「危険物安全週間」推進行事実施結果について

（危険物規制課）
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平成１１年６月の通知・通達について

発 番 号 日 付 あ て 先 発信者 標 題

消防危第５３号 １１．６．２ 各都道府県消防主管部長 危険物規制課長 ナトリウム・硫黄電池を設置する危険物施設
の技術上の基準等について

消防予第１４０号 １１．６．１１ 各都道府県消防主管部長 予防課長 消火器の不適切な点検等の防止の徹底につい
て

消防予第１４５号 １１．６．１４ 各都道府県消防主管部長 予防課長 消防用設備等に係る点検及び報告の推進等に
ついて

消防危第５７号 １１．６．１５ 各都道府県消防主管部長 危険物規制課長 地下タンク等の定期点検の指導指針の一部改
正について

消防危第５８号 １１．６．１５ 各都道府県消防主管部長 危険物規制課長 危険物規制事務に関する執務資料（屋外タン
ク貯蔵所及び一般取扱所関係）の送付につい
て

消防消第１２６号 １１．６．１６ 各都道府県知事 消防庁次長 市（町村）消防団員等公務災害補償条例（準
則）の一部改正について

消防救第１６１号 １１．６．２１ 各都道府県 消防庁長官 「救急の日」及び「救急医療週間」の実施に
ついて

消防情第１３４号 １１．６．２４ 各都道府県消防防災主管
部長

防災情報室長 建物建築費指数について

消防危第６１号 １１．６．２８ 各都道府県消防主管部長 危険物規制課長 エアゾール製品等の適正な保管について

消防災第５３号 １１．６．２８ 各都道府県消防防災主管
部長

防災課長 第４回防災まちづくり大賞への優良事例の推
薦について
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平成１１年安全功労者内閣総理大臣表彰式及び平成１１年

安全功労者消防庁長官表彰式の結果について

１ 内閣総理大臣表彰

平成１１年度安全功労者内閣総理大臣表彰が、

去る７月１日�午後１２時から総理大臣官邸に
おいて、小渕内閣総理大臣をはじめ多数のご

臨席のもと盛大に挙行されました。今回受賞

された方々は、

� 国民の安全のための組織的運動の確立及

び運営について顕著な成績をあげ、又は功

績があったもの。

� 安全のための研究、又は教育を通じ安全

基準の向上又は安全思想の普及に顕著な成

績をあげ、又は功績があったもの。

等に該当する個人又は団体で、今回各省庁

の推薦を受けた個人１５名、団体１０機関が受賞

しました。この内、消防関係者は個人４名、

団体は２機関です。

式典では初めに小渕内閣総理大臣の「式

辞」の後、受賞者一人ひとりにそれぞれ表彰

状が授与されました。

最後に、受賞者を代表して、文部省推薦の

栃木県益子町立七井小学校校長一木弘司氏が

「謝辞」を述べ、式典を終了しました。

閉式後、記念写真の撮影及び記念パーティ

ーを行い、その後解散となりました。

２ 消防庁長官表彰

同じく、平成１１年安全功労者消防庁長官表

彰が、去る７月５日�午後２時３０分から JT
ビル７階講堂において、多数のご出席のもと

盛大に挙行されました。

今回受賞された方々は、安全思想の普及徹

底又は安全水準の向上のため各種安全運動等

に尽力し又は貢献された個人又は団体の方々

で、個人１１名、団体１３機関が受賞しました。

式典では初めに谷合消防庁長官の「式辞」

の後、受賞者一人ひとりにそれぞれ表彰状が

授与されました。

最後に、受賞者を代表して千葉県関宿町危

険物安全協会会長長谷川眞二氏が「謝辞」を

述べ、式典を終了しました。

閉式後、記念写真の撮影を行い、その後解

散となりました。

平成１１年安全功労者内閣総理大臣表彰記念

平成１１年安全功労者消防庁長官表彰記念（個人）

平成１１年安全功労者消防庁長官表彰記念（団体）

（総 務 課）

��������������� 最 近 の 行 事 か ら ���������������
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第４回防災まちづくり大賞 大募集！

地域の防災力の向上を図るためには、まちづ

くりや住民生活等のあらゆる面において防災に

関する視点を盛り込むなどハード、ソフトの両

面から防災に気を配ったまちづくりをすすめる

ことが大切です。

このため、地方公共団体や地域のコミュニテ

ィ、事業者等が行っている防災に関する様々な

取組、工夫・アイディアのうち、特に優れたも

のを表彰する「防災まちづくり大賞」を実施し

ます。

◎ 応募方法

消防庁ホームページ（http://www.fdma.go.jp/）、

�消防科学総合センターホームページ（http://
www.isad.or.jp/）登載の様式に従い、必要事項を

記入の上、資料があれば併せて下記までメール

送信または御郵送ください。

なお、応募様式と記載要領は、各都道府県消

防防災主管課でも入手できます。

詳しくは、後記までお問い合わせ下さい。

◎ 表彰の種類及び表彰事例数

・自治大臣賞 （２事例程度）

・消防庁長官賞 （３事例程度）

・消防科学総合センター理事長賞（５事例程度）

※副賞として、総額５０万円相当の賞品（防災グ

ッズ等）を予定。

また、表彰事例等の優良な事例については、

事例集及びパンフレットに掲載し、全国に幅広

くＰＲします。過去の表彰事例等については、

消防庁ホームページ、�消防科学総合センター
ホームページ上で紹介していますので、是非御

覧ください。

◎ 締 切

平成１１年９月２４日� 必着

（主 催）

自治省消防庁及び�消防科学総合センター
＜問合せ先＞

�消防科学総合センター
研究開発部調査研究課 小松

〒１８１―０００５ 三鷹市中原３―１４―１

電話 ０４２２―４９―１１１３／FAX０４２２―４６―９９４０

e-mail komatu@isad.or.jp

＊防災まちづくり大賞シンボルマーク
このシンボルマークは、イラストレーターの和田誠氏にボランティアで作成していただ

いたものです。氏は、「市民が力を合わせて防災にあたるということの象徴としてバケツ
リレーを取り上げた。犬と猫が力を合わせているという絵にすることにより明るいイメー
ジになったと思う。」と話されています。
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☆テレビによる防災キャンペーン（８月分）☆

ご 存 じ で す か ～ 防 災 ミ ニ 百 科 ～

放 送 日 主 管 課 テ ー マ

８月１２日 防 災 課
（仮）防災まちづくり大賞

～事例紹介・募集案内～

８月２６日 震災対策指導室 （仮）防 災 訓 練 へ の 参 加 の 呼 び か け

��������������� 消 防 庁 辞 令 ���������������

（平成１１年６月３０日付）

氏 名 新 旧

山 田 年 孝 辞職
（日本消防検定協会業務第二部感知装置課主
幹へ）

予防課規格係長兼国際規格係長

（平成１１年７月１日付）

氏 名 新 旧

海 老 忠 彦 辞職 審議官

小 川 正 義 予防課規格係長兼国際規格係長 日本消防検定協会総務部企画情報室主幹

植 田 昌 也 出向
（自治大臣官房総務課兼行政局振興課へ）

消防研究所庶務課

田 中 良 斉 消防研究所庶務課 救急救助課

北 澤 剛 防災課兼防災情報室 自治大臣官房総務課

鈴 木 康 之 救急救助課兼予防課 自治大臣官房総務課

（平成１１年７月８日付）

氏 名 新 旧

大 野 慎 一 出向
（自治大臣官房付へ）

総務課長

（平成１１年７月９日付）

氏 名 新 旧

東 尾 正 総務課長 自治大臣官房付
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☆防災訓練への参加の呼びかけ

☆花火による火災の防止

☆婦人防火クラブ活動の理解と参加の呼びかけ

☆津波による災害の防止

７月の広報テーマ

消防庁ホームページ
http://www.fdma.go.jp

編 集 発 行

消 防 庁 総 務 課

〒１０５―８４８９東京都港区虎ノ門

２丁目２番１号

TEL ��（����）����

編 集 後 記

日本には四季があるので、一年を通して変化に富んだ大変美しい自然を堪

能することができます。

しかし、その一方では、世界的に災害国日本としても有名です。「平成１１

年６月末豪雨による災害」の被害に遭われた方々に心からお見舞い申し上げ

るとともに、現地で懸命に救助活動等に当たられた消防職団員の方々のご苦

労に対し、敬意を表します。

この度の豪雨災害では、消防庁においても、「災害連絡対策室」を設置し、

関係機関との連絡を密にとり、情報収集及び被害状況の把握等を行いました。

私たちは安全な生活を維持するために、自然災害のメカニズムを把握し、

過去の経験の中から、災害に対する有効な対策を講じてきていますが、まだ

まだ、災害を予測し未然に防ぐことには時間がかかるようです。しかし、日

頃から身の回りの安全に対する意識を持つことにより、災害を予防する上で

大きな効果があると考えられますので、今一度身近なところから点検をする

必要があるのではないでしょうか。

なお、現在（７／１）も梅雨前線の活発な活動に伴う大雨に関して、警戒が必

要な状況でありますので、安全確保に十分に注意して頂きたいと思います。
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